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〇議長（菅 健雄君） 開会前ですが、議員各位

にお知らせします。 

昨日、市長より、議案について訂正依頼があり

ました。お手元に配付しました写しのとおりです。

ご了承願います。 

これより本日の会議を開きます。 

〇議長（菅 健雄君） 日程第１、一般質問を行

います。 

この際申し上げます。 

各議員の発言は、申し合わせ発言時間内におい

てお願いいたします。 

また、質問は通告に基づき行ってください。 

なお、執行部は質問通告にない事項及び聞き取

り時になかった事項について、質問があった場合

は議長にお知らせください。 

一般質問通告表の順序により発言を許します。 

〇議長（菅 健雄君） ２４番近藤今朝則君。 

〇２４番（近藤今朝則君） ２４番近藤今朝則で

ございます。通告に基づき一般質問を行います。 

 新市発足後の合併議員在任特例による任期間

の、平成１９年２月２８日までの任期満了目前に、

しかも選挙期日も２月１１日告示の選挙執行期日

は、同月１８日に決定されるなど、いわば最終の

平成１８年第４回定例会に臨み、誠に身の引き締

まる思いでありますが、私としては、貴重な３期

目の任期を全うする責務の上に立って、常に市民

生活者の視点を大切にした発言と行動をすべきで

あるという政治信条の下、毎回、つたない質問で

はありますが、次の３項目について、今期議会の

これまでの議会検討事項等の中でも限られた私の

最後の質問となるだけに、市長ほか関係者の誠意

ある明解なる答弁を求めるものであります。 

 質問の第１は、政治姿勢の問題としての、第１

点目の、平成１９年度本市当初予算編成方針等具

体的な取り組みについてであります。 

 新市発足後の通常の毎会計年度予算の編成に

ついては、２年目の平成１９年度本市当初予算の

編成にあたり、本市予算規則によれば、予算編成

方針については、財政担当課長は、市長の命を受

け、毎会計年度の予算編成方針を定め、前年度１

１月末日までに課等の長に通知するものとする。

課等の長は、予算編成方針に基づき、その所管に

属する予算に関する見積書を作成し、財政担当課

長が指定する期日までに財政担当課長に提出しな

ければならない。なお、予算の裁定については、

財政担当課長は、課等の長から提出された予算に

関する見積書について査定し、その結果について、

市長に報告し、裁定を求めなければならない。 

 以上の過程から、すでにその作業に入っている

最も重要な時期にあたり、あくまでも予算の提案

権は市長の専権であるにしても、新市の基本構想、

基本計画及び新市建設計画、さらに後期本市過疎

地域自立促進計画等の円滑な実施を図ることこそ

は、当然議会の議決に基づく執行上の問題にとど

まらず、毎年度の本市決算認定にあたっての、議

会としての責任も大きい反面、また、本市行財政

改革大綱及び実施計画の着実な取り組み、努力に

待つところが大きく、ことに、今期の合併特例議

員在任期間の任期満了を目前にして、なによりも

新市建設計画の基本計画の実現に向けての責務は

重大であることはもちろん、市民の全幅の期待も

大きいだけに要はこれらを全うする上においては、

あくまでも健全財政を基本としながらも、全市を

挙げて、創意工夫、英知を絞り、実効性のある前

向きの取り組みに尽力すべきであります。 

 特に、新市建設計画の取り組みについては、合

併特例債や国県補助金の関連においての重点戦略

プロジェクト、主要建設事業の概算事業費１４９

億円余の各年度別事業計画そのものは、合併後向

こう５年ないし１０年間であるにしても、後期過

疎地域自立促進計画と同様に、毎年度当初予算編

成時に的確な予算が組めるように、各年次別事業

実施計画の策定こそは急務であって、また、それ

以外の通常の市単独事業等の予算についても、市

民生活の現実直視の、市民本位、地域主体として

の、少なくとも合併前の旧市町の議会での検討事

項や、請願、陳情、要望事項の未処理分の執行は

もとより、さらに、今期議会での検討事項や、新

市になって毎年各地区で行われている地域振興会

議での要望事項などの早期取組について、あくま

でも地域住民の深い理解と協力の下に、可能な限

り精力的に取り組むべきでありますが、来年度予

算編成方針等、具体的な取り組みについてお伺い

いたします。 

 次に、政治姿勢の問題としての、第２点目の、

合併特例による地域審議会制度の地域審議会の

設置についてであります。 

 本件については、平成１７年第３回定例会にお

いての市長の答弁では、地域審議会については、

合併協定の中で、地域住民の意見をまちづくりの

施策に反映させるため、新市において必要に応じ

設置するとなっており、これは、合併後２３ヶ月

間は、在任特例により、各地域の代表である１市

２町の議員の皆さん方全員が残っておることから、

あえて地域審議会を設ける必要はないのではない

かということから合併協議会で決定したものであ

り、よって、在任特例後の新たな議会体制になっ

た時点でご意見をお聞きし、検討いたしたいとい

うことでありますが、この地域審議会は、市町村

の合併の直後という特別な状態において設けられ

る特例的な制度であり、また一定の期間に限って



１２月１２日 

 - 30 - 

設置されるもので、少なくとも新市建設計画の期

間５年ないしは１０年になることからも、この点、

新市において必要に応じ設置するということは、

地域審議会の任務の内容とされる事項の、あくま

でも新市の長の諮問に応じ意見を述べることの新

市建設計画の変更、当該建設計画の定期的執行状

況、さらに、必要に応じ新市の長に意見を述べる

こと等からもまた、これが新市建設計画そのもの

が、合併以前に１市２町合併協議会において定め

られたもので、その実施は、合併後にもっぱら新

市の決定によってなされることになり、したがっ

て、新市建設計画をより適切に実行できるように

するためには、確かに合併議員在任特例の趣旨に

よる議員在任期間の関連があってのことであるに

しても、合併後の最初の選挙からは、議員定数も

現在の４１人が２２人に減員されるだけでなく、

しかも１市２町単位の選挙区（聞き取れず）   

でなく、全市一本の選挙区であるだけに、なによ

りもこれが地域審議会の設置の主な趣旨や役割の

上から、特に言えることは、合併協議会で決定さ

れた新市建設計画の実施計画年度の遅れが、本市

行財政改革大綱及び実施計画など健全財政化の

上から余儀なくされている現状の中で、その大半

の重点建設事業とされる新市建設計画の実施が、

今期議会の在任期間内での執行は困難であること

は明らかであり、その執行状況の見極めなど、こ

の責務の上からも、地域審議会の早期設置こそは

必要不可欠であり、在任特例後の新たな議会体制

を待つまでもない、今議会の議員任期満了前の責

務でもあります。 

 特に、地域審議会は、通常の市長の諮問機関の

各種審議会とは異なる性格の、いわば合併前の１

市２町の合併協議会で協議し設置されるべきもの

であって、それが合併後の設置ということになれ

ば、地方自治法第１３８条の４第３項の附属機関

として、条例で設けることになるだけに、これが

地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免

などの組織や運営に関する事項の条例制定こそは

急務であり、また、１市２町合併協議会において

決定の新市建設計画をより適切に実行できるよう

にするためにも、さらに新市において必要に応じ

設置することの決定においても、当然各地域の代

表である１市２町の今期議会の議員の意見が反映

されるべきことが至当でありますが、お伺いいた

します。 

 次は、政治姿勢の問題としての、第３点目の合

併協定書に係る慣行の取扱いについてであります。 

 慣行の取扱いについての中で、市章及び市旗に

ついては、新市の名称が決定後調整し、新市にお

いて制定することから、いち早く制定され、また

市の木、市の花についても、本年９月１２日に告

示され、市の木は「柿」、市の花は「コスモス」

と決定されてきたものでありますが、市の歌、市

の憲章、宣言、兄弟姉妹都市及び表彰規定につい

ては、新市において調整する。さらに、各種行事

については、合併後当分の間、現行のとおりとし、

新市において調整することになっていますが、そ

の後の取り組みについてお尋ねするとともに、特

に、市の歌、市民憲章、兄弟姉妹都市、各種宣言、

各種行事などの各種慣行については、地域の伝統

文化との結びつきも強いため、その地域でしっか

り受け継いでいくべきものでありながらも、新市

の一体性の確保という観点から、統一できるもの

はできるだけ早く統一することも必要であるため、

これらの慣行については、地域の特性や個性、住

民生活に充分配慮しながら、早急にこれらの取扱

いを協議すべきことであります。 

 中でも、旧市民憲章碑が高田庁舎前にそのまま

建てられている現状や、市の歌の看板など、決し

て粗末にすべきことでないだけに、早い認証なり

の取り組みに努めるべきことであり、また、市議

会としての各種都市宣言に関する決議などは、決

議自体は議会で行う事実上意思形成行為で、政治

的効果を狙い、あるいは議会の意思を対外的に表

明することが必要である等の理由でされる、議会

としての機関意思の決定であるが、執行機関とし

ての長が案を提出して決議が行われる例も多々あ

るが、事実上のものとして長提出の法律上の問題

とはならないことからも、特に、１市２町での各

種宣言採択状況の中でも、共通の交通安全都市宣

言、非核平和都市宣言、明るい選挙都市宣言等は、

時宜に適したものとして、要は合併協定書に係る

慣行の取扱について速やかに協議、決定すべきこ

とでありますが、お伺いいたします。 

 次に質問の第２は、観光行政の問題としての里

山観交ネットワークプロジェクト推進事業につい

ての、新たな観光ルートの設定についてでありま

す。 

 新市建設計画に明記されている里山観交ネット

ワークプロジェクト推進事業の中で、滞在型観光

を振興するために、循環バス導入の検討や、新た

な観光ルートを設定しますということであります

か、新市になって、ことさらに、六郷満山ゆかり

の歴史的な遺産が広範囲に数多く点在しているな

かで、当地域の里山には、中世荘園の姿を今にと

どめる田染荘や仏教文化遺産、自然、温泉といっ

た、恵まれた地域資源の地域内を周遊させるよう

なネットワークを構築することで、観光形態を通

過型から滞在型への脱皮に向けた戦略的観光振興

策の取り組みを積極的に推進することの具体的な

提言として、実は昨年度市内７つの地域に分け、

それぞれの特色を活かした魅力ある地域づくりに

ついて、皆さんと一緒になって考える地域振興会

議が開催されてきた河内、田染地域会場の中で、

日本三叡山の一つの西叡山の自然森林公園一帯

の高山寺、田染荘など新たに取り入れた真木大堂、
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熊野磨崖仏、富貴寺コースを大きくした観光ルー

トを実現してほしいという切実な意見こそは、ま

さに国東半島仏の里、昭和の町をＰＲするだけの

日本三叡山の一つとして名声高い比叡山、東叡山、

西叡山として、何よりも仏の里としての発祥の地

の豊後高田市をＰＲするなにものでもないと思う

わけでありますが、現在、これらのコース道路網

の国東半島観光道路と称されている落水線森林管

理道路改良舗装工事、中でも県道豊後高田安岐線

の魔のカーブ、河内地区、小田原、上村集落位置

の取り付け道路の早期改良工事の完成に加え、こ

れも当該県道交差点、嶺崎地区農免農道の田染荘

の新たな起点位置の交通安全施設の道路照明灯

の設置、さらに当該農免農道と、落水線森林管理

道路との取り付け道路など、当該事業主体の県と

の協議を重ね、早期完工に努めるなかで、ぜひと

も新たな循環バスの導入の検討や、観光ルートの

設定についての実現を図るべき取り組みこそは、

本年１０月から路線バスが廃止されてきた現状の

なかで、ことさらに画期的な取り組みとして緊要

でありますが、お伺いいたします。 

 最後に質問の第３は、本市行政改革大綱及び実

施計画の問題としての里道、水路の販売促進の取

り組みについてであります。 

 現在市が所有する里道、水路について、現に使

用している地権者などに対する販売を促進すると

いうことでありますが、いかなる方途で周知し取

り組んでいるのかお尋ねするとともに、特に、各

地区ほ場整備事業実施地区内は、機能交換等で対

処されてきたにしても、当該地区外の集落周辺地

域、都市計画用途区域内等の一部里道等、国土調

査実施の中で宅地及び畑地内の公に使用されてい

ない里道、水路であっても、登記簿上の図面の修

正ができない実情の中で、これまで個々の関係地

権者の払い下げ申請を、地域住民関係者の同意な

ど、手続きも容易でなく、放置されているのが現

状であるだけに、ことに昨今における里道、水路

等の維持管理責任が問われている矢先においても、

当該財産の適切な維持管理を図る上にも、この際、

市として、国土調査に基づき、各自治会ごとに販

売整理可能な里道、水路を明示し、販売価格単価

など、来年度を待たずに、現に使用している地権

者などの申し出もある矢先において、早急に自治

会ごとに円滑な販売整理に努めるべきであります

が、お伺いいたします。 

 以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 近藤議員の政治姿勢の問

題についてお答えをいたします。 

 まず、平成１９年度の予算編成方針につきまし

ては、行政改革大綱及び実施計画、いわゆる集中

改革プランの計画期間の中間点である、平成１９

年度行政改革の目標達成への筋道を確実につける

重要な年度と位置づけ、引き続き、集中改革プラ

ンを着実に実施し、さらに効率的な行政運営に努

めていくことを大きな柱としております。 

 ご案内のとおり、本市の平成１７年度決算にお

ける経常収支比率の改善は一時的なものであり、

新たな財政指標として導入されました実質公債費

比率につきましては、１５．５と全国的にも高い

水準であり、本市の財政が依然として厳しいこと

に変わりはございません。 

特に、本市の歳入全体の４割を占める地方交付

税につきましては、平成１９年度から新たな制度

が導入されることとなっており、これについては、

離島、過疎など、真に配慮が必要な地方団体に対

応する仕組みを確保するとしておりますけれども、

地方財政対策の総体として、地方交付税などの財

源措置は今後確実に減少していくことが予想され

ます。 

 また、歳出の面では、老人措置費や医療給付費

等の社会福祉費、起債の償還に係る公債費など義

務的経費のさらなる増加が予想され、本市の財政

は益々厳しくなるものと思われます。 

 このような財政状況でありますが、産業振興、

地域振興及び市民の安心・安全を確保するための

施策は、実施していかなければならないと考えて

おります。 

 そして、これらを実現するためには、新市建設

計画を踏まえた市総合計画や、過疎地域自立促進

計画等の諸計画に基づき、真に必要な事業を的確

に見極め、一歩ずつ着実に実施していかなければ

ならないと考えております。 

 まず、取り組んでいかなければならない主要事

業といたしましては、本年度から実施しておりま

すケーブルテレビ施設整備事業や、給食センター

建設事業、そして今後予定しております火葬場建

設事業が挙げられますが、これらにつきましては、

基金の取り崩しも視野に入れつつまちづくり交付

金など、優良な補助制度とともに後年度負担の少

ない過疎債や合併特例債など有効に活用すること

により、限られた一般財源の重点的かつ効率的な

配分を行い計画的に実施してまいりたいと考えて

おります。 

 また、その他の事業につきましては、集中改革

プランの進捗状況等適切に見極めながら充当可能

な財源を慎重に精査し、暫時予算化してまいりた

いと考えております。 

なお、市の単独事業や後年度負担が伴う県営事

業につきましては、事前に関係機関とも協議し、

市及び受益者の負担率等充分検討した上で、不要

不急の事業につきましては、安易な取り組みは行

わない方針でございます。 

 これから大変厳しい局面を乗り越え、本市が持

続的に発展し、市総合計画に定める将来都市像を

実現するためには、議員ご質問のとおり、全市を
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挙げての創意工夫と英知の結集が必要であると考

えております。 

今後も、実効性の高い取り組みを、市民の皆さ

んとともに進めてまいる所存でございますので、

議員各位におかれましては、より一層のご理解、

ご協力を賜るようお願いを申し上げます。 

 次に、地域審議会の設置についてお答えをいた

します。 

 地域審議会につきましては、平成１７年第３回

定例会における議員へのご答弁及び平成１８年第

３回定例会における岡部議員へのご答弁でお答え

申し上げたように、在任特例期間中は、各地域の

代表であります旧１市２町の議員の皆さんが在任

されており、あえて地域審議会を設ける必要はな

いのではないかということから、合併協定では、

地域住民の意見をまちづくり施策に反映させるた

め、新市において、必要に応じ設置するとなって

おります。 

今後、地域審議会の設置が必要であろうと思わ

れますので、検討してまいりたいと思います。 

 その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 

豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 近藤議員の、

政治姿勢の問題のうち、慣行の取扱いについてお

答えいたします。 

 慣行の取扱いにつきましては、議員ご質問のよ

うに、合併協定書に謳われているとおりでござい

ます。 

まず、市のシンボルであります市章の選定につ

きましては、昨年９月１日に告示をし、市の木、

市の花の選定につきましては、本年９月１２日に

告示をしたところでございます。 

 次に、表彰規定につきましては、豊後高田市表

彰規則を昨年９月１日に公布し、豊後高田市市民

栄誉賞表彰規定を先月１日に告示したところでご

ざいます。 

 その他の表彰規定につきましても、必要に応じ

て制定してまいりたいと思います。 

 次に、兄弟姉妹都市についてでございますが、

旧真玉町において、平成５年、旧大野郡犬飼町と

姉妹町の締結をしておりましたが、旧両町が合併

で廃止されたことに伴いまして、その関係も消滅

いたしております。 

 また、旧豊後高田市と旧島原市の兄弟都市の関

係につきましては、締結の変更は行っておりませ

んが、現在でも市民交流は盛んに行われ、市の公

式行事にも参加しあうなど継続して関係が深めら

れているところでございます。 

 次に、各種行事についてでございますが、昨年

度は、合併初年度でもありまして、旧１市２町の

慣習を踏襲する観点から、それぞれの地域で開催

されておりました主要な行事は、継続して実施し

たところでございます。 

 本年度は、集客効果と、旧１市２町間のイベン

トに係る地域バランスを考慮する観点から、春の

５月祭、夏の長崎鼻サマーフェスティバル、秋の

豊後高田よっちょくれ祭りをそれぞれ地域ごとの

一大イベントとして位置づけ、実施したところで

ございます。 

 今後につきましても、効果的効率的なイベント

が実施できるよう、関係者と協議を重ねながら随

時検討してまいりたいと思います。 

 最後に、市の歌、市の憲章、兄弟都市及び各種

宣言の制定等につきましては、その効果等を勘案

しながら、今後検討してまいりたいと思いますの

で、ご理解をお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 商工観光課長桑原茂彦君。 

〇商工観光課長（桑原茂彦君） 近藤議員の、観

光行政の問題についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 議員ご案内のように、現在、「千年のロマンと

自然が奏でる交流と文化のまちづくり」を進めて

いる本地域には、古代から中世、近世から昭和、

現代と、千年のときを越えて受け継がれてきた美

しい自然景観と国宝富貴寺を始めとする真木大堂、

熊野磨崖仏、８００年の輝きを失うことなく、今

も息づいている田染荘など、数多くの六郷満山仏

教文化史跡がございます。 

また、新たな観光拠点として脚光を浴びている

昔ながらの商店街の営みを今に残す「昭和の町」

や「日本夕日百選」に選ばれた真玉海岸、長崎鼻

リゾートキャンプ場、さらには、６つの里に湧き

出でる国東六郷温泉など、歴史と文化、生活、自

然と幅広い地域資源に恵まれております。 

また、伝統行事におきましても、本年９２３回

を迎えた「若宮八幡秋季大祭裸祭」を始め、大分

県の新春を彩る「ホーランエンヤ」や、炎の祭典

「天念寺修正鬼会」など、数多くの昔ながらの伝

統行事が脈々と今に受け継がれております。 

 さらに、食の分野におきましても、豊後合鴨、

豊後高田そば、白ねぎ、豊後牛などの豊富な農畜

産物を始め、岬ガザミや、たこ、あさり、まて貝

といった海産物など、大変魅力あるものが数多く

ございます。 

 このように山、里、町、海に温泉、食といった

すばらしい地域資源を有することから、昨年度、

豊後高田市観光振興計画を策定したところでござ

います。 

 本計画は、新市建設計画を受け継いだ豊後高田

市総合計画へ反映させ、地域間競争力のある魅力

的な観光地形成に向けた取り組みを進めておると

ころでございます。 



１２月１２日 

 - 33 - 

 その重点戦略プロジェクトの１つであります里

山観交ネットワーク推進プロジェクトは、里・山

に点在する仏教文化史跡や、自然景観、温泉など

の地域資源を有効に活用し、グリーンツーリズム

との連携による体験型観光を構築することで、観

光形態を通過型から滞在型へ転換を図るため、戦

略的観光振興策の取り組みを積極的に推進するも

のでございます。 

 さらに、基本計画に位置づけられております観

光資源のネットワーク整備については、現在、観

光ルートの開発や二次交通の整備、パーク・アン

ド・ライド化に向けた調査等、観光関係団体等と

連携を図りながら、検討を行っておるところでご

ざいます。 

 なお、観光ルートの開発におきましては、近藤

議員の言われるように、河内より田染地域につき

ましては、仏の里国東半島の中においても、重要

な仏教文化遺産などが集積し、観光ルートとして

大変魅力ある地域であります。 

したがいまして、富貴寺、真木大堂、熊野磨崖

仏、田染荘とともに、未活用資源として潜在して

いる日本三叡山の一つであります西叡山や国東半

島の峰々が一望できる高山寺などを有機的に結び

つけることにより、千年ロマンの時間旅行が楽し

めるストーリー作りや、テーマ性を持たせた基幹

ルートの一つとして、研究してまいりたいと考え

ております。 

 今後、山、里、町、海に温泉、食といった集客

力を秘めた魅力ある地域資源が数多く眠っている

ため、本地域にあった独自の発想により、地域資

源を最大限活用しながら積極的な観光振興の展開

に取り組んでまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

〇建設課長（奥田秀穂君） 近藤議員の、本市行

政改革大綱及び実施計画の問題として、里道、水

路の販売促進についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 法定外公共物、いわゆる里道、水路につきまし

ては、地方分権一括法に基づき、平成１７年３月

末日をもって、すべて市に譲与されております。

これによりまして、これまで大分財務事務所へ届

け出ていた払い下げ申請が市で処理ができるよう

になったところでございます。 

 現在、この申請につきましては、境界や面積を

確定させる上で、家屋調査士等に依頼する必要が

ありますことから、個人で手続きを行っておりま

す。 

その際、申請地の隣接地権者の同意を必要とす

ることで、苦慮した物件もあったものと考えられ

ます。 

 そのため、議員ご提案のように、事前に自治会

へ周知することで、隣接地権者の同意も得やすく

なり、販売促進に寄与するものと思われます。今

後、行革大綱に基づく実施計画を推進する上で、

当該申請地に係る自治会の協力もお願いし、より

効率的な販売促進に努めてまいりたいと思います。 

 また、これまでの申請状況につきましては、平

成１７年度より随時受付を行い、平成１７年度に

は６件で、１，１３８平方メートル、平成１８年

度につきましては、１１月末で４件で１１０平方

メートルを販売しております。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ２４番近藤今朝則君。 

〇２４番（近藤今朝則君） 再質問ですが、ただ

今の、市長ほか関係課長のやる気をもっての誠意

ある答弁と私受け止めております。これ以上は私

としては、今期議会最終の一般質問でもあり、要

は本市行政改革大綱及び実施計画の着実な取り

組み等、誠に厳しいものがありますが、あくまで

も新市建設計画の基本理念の実現に向けて、今こ

そ市民協働の精神を活かし、執行部、議会が一丸

となって、より一段と精力的に取り組んでいただ

くようご期待申し上げまして、私の質問を終わら

せていただきます。 

〇議長（菅 健雄君） １１番村上和人君。 

〇１１番（村上和人君） １１番議席村上でござ

います。今回は２点について一般質問をいたしま

すので、よろしくお願いいたします。 

 まず、農地・水・環境保全活動支援事業につい

てお伺いをいたします。 

 この事業は、新たに本年度より実施される国庫

事業でありますが、農地や農業用水路、農道等の

生産基盤が、高齢化や後継者不足により、今後維

持管理が大変難しくなっておるということで、農

家や非農家が一体となって、その地域の環境整備

に取り組み、それをすることに対する国の活動費

を助成するという事業であります。 

 本年度、本市といたしまして、モデル地区とし

て、豊後高田市の川原地区が指定をされており、

すでにその取り組みを実施しておるわけでござい

ますが、その川原地区の取組状況について、お伺

いをいたしたいと思います。 

 また、この事業は、来年度１９年度以降は、本

格的に推進をして取り組みを広げていくという事

業のようでありますが、今後の管内の取組状況に

ついて、お伺いをいたします。 

 次に、鳥獣被害の実態に対する対策について、

お伺いをいたしたいと思います。 

 本市の中山間地域は、年々被害が大変増大をし

ており、高齢者の多い地域では対策が大変に難し

くなっており、昨年度鳥獣被害は、全国で１７０

億円とも言われております。今回その発表がござ

いましたが、市内中山間部においても、猪と鹿の

被害が最近特に増大をしております。せっかく

作った作物が一夜にして荒らされてしまうという
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ようなことで、高齢者や後継者不足の中でますま

す農家の耕作意欲が減退していくんじゃなかろう

かというようなことで、この耕作放棄地が増える

ことで、また、さらに猪、鹿の被害が増えていく

というような悪循環をたどっておるというような

ことも聞いております。 

今後、行政としてどういう対応ができるのか。

この２点についてお伺いをいたしたいと思います。

よろしくお願いします。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 村上議員の、鳥獣被害の

実態と対策についてお答えをいたします。 

 議員ご質問のとおりに、野生鳥獣による農林業

被害は、中山間地域を中心に過疎化や高齢化に伴

う里山等における人の活動の低下、餌場や隠れ場

所となる耕作放棄地の増加など、生息地域が拡大

していることに加え、狩猟者の減少や高齢化に伴

う捕獲数の減少などにより、鳥獣被害が深刻な問

題となっております。 

本市の被害状況は、平成１７年度の被害届では、

猪被害が５．５ヘクタール、額にして７１９万円、

鹿による被害が３．７５ヘクタール、７８１万円

で、主な被害作物は、農産物では、稲、麦類、野

菜、林産物では、しいたけ、針葉樹などとなって

おります。 

 本市被害対策といたしましては、有害鳥獣被害

防止対策事業、有害鳥獣捕獲事業、自ら取り組む

鳥獣被害対策事業を実施しております。 

有害鳥獣被害対策事業は、農産物、林産物のし

いたけを猪等から被害を防止するための電気柵、

鉄線柵などの設置費用の３分の２を県と市が助成

を行うものであります。 

 また、有害鳥獣捕獲事業は、大分県猟友会西高

支部の有害鳥獣捕獲班の銃器班、罠班による猪２

００頭分、鹿５０頭分の捕獲報奨金を県と市で負

担し、有害鳥獣を捕獲するものであります。 

 自ら取り組む鳥獣被害対策事業は、平成１７年

度より３ヶ年のモデル事業として実施されてるも

のでありまして、地域ぐるみで金網柵１キロメー

トル以上を設置する集落に、事業費の３分の２を

県と市が助成するもので、広範囲に農地を鉄線柵

で囲い込むことができることと、地域ぐるみで被

害防止対策に取り組むことで効果を上げておりま

す。 

今後の鳥獣被害の防止対策の取り組みといたし

ましては、これらの補助事業を始め、中山間直接

支払制度による協定集落の農用地の保全と、交付

金等を活用し、より広範囲に防護柵を設置するな

ど、地域の皆さん自らが活動するよう取り組みも

推進してまいりたいと考えておる次第でございま

す。 

 その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（菅 健雄君） 農地整備課長尾形雄治君。 

〇農地整備課長（尾形雄治君） 村上議員の、農

地・水・環境保全向上対策事業についてお答えい

たします。 

 平成１８年度に農地・水・環境保全向上対策の

モデル地区に指定されました川原、下野部、上野

部集落は、平成１８年４月に川原野部保全管理組

合を設立するとともに、保全管理計画に基づき資

源の保全活動を展開いたしております。 

 具体的には、農業者と農業者以外の者を含めた

活動組織を作り、農業用施設の点検や排水路の草

刈り、泥あげ及び農道の草刈り等の基礎的な活動

と環境美化啓発用の看板設置、さらには農業用施

設の巡回、点検やごみ拾いのほか、花の植栽など

の活動を一体的に実施することで、集落内の農地、

水、環境の保全を図る取り組みを行っております。 

 また、平成１９年度以降の管内の取組状況につ

きましては、平成１８年７月５日の県説明会を受

け、採択可能な地区の代表者の方々を対象に全体

説明会を開催いたしました。 

 採択可能な地区の対象要件といたしましては、

基盤整備実施地区で中山間地域等直接支払制度

と重複しないこと、さらには、水田については、

米の生産調整達成地区、または達成見込みの地区

等が採択要件でございます。その後、実施希望地

区に対し、具体的な事業内容や活動内容等の説明

会を行っているところでございます。 

 そのような中で現在、水田を対象とした地区が

川原、野部ほか４地区で１２１．７ヘクタール、

畑を対象とした地区が、呉崎干拓第１工区ほか４

地区で６３６．３ヘクタールの、合計１０地区７

５８ヘクタールの実施希望が出ております。県か

らの目標面積、７００ヘクタールに対しまして、

現在１０８．３パーセントの達成予定となってお

ります。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １１番村上和人君。 

〇１１番（村上和人君） ただ今ご説明をいただ

きました、農地・水・環境保全活動支援事業につ

いての一部お聞きしたいと思います。 

 この事業は、本年度より取り組みがされたわけ

なんですが、１９年度以降については、さらにこ

の枠を広げていくというようなことでございます。

そういうことで、この事業に対する国の補助金等

もですね、そう高額な補助金ではないわけなんで

すが、この事業１９年度以降は、さらにこの事業

の環境保全型農業に挑戦をする地域には、助成額

が上乗せさせられるというようなことも、この事

業の当初の発表の時から言われておりますが、本

年度は、一応水田４，４００円、畑２，８００円、

草地４００円というような補助単価が出ておりま

すが、来年度以降、この事業に対する助成額が上

乗せをさせられるのか、そういうことがもうすで
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に発表されておるのか、いないのか、その分を

ちょっとお聞きをしたいと思います。 

 これは、まだ１９年度以降ということになって

おりますので、どうかと思うんですが、わかれば

お願いをしたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

〇議長（菅 健雄君） 農地整備課長尾形雄治君。 

〇農地整備課長（尾形雄治君） 村上議員の再質

問にお答えいたします。 

 単価等については、現在１８年度モデル地区が

実施しております水田４，４００円、畑が２，８

００円、その他が４００円ということで進めてお

りますが、１９年度以降、５ヶ年についても同額

でということで国からの指導をいただいておりま

すので、ご理解いただきたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １１番村上和人君。 

〇１１番（村上和人君） 鳥獣被害等もですね、

大変これはもう中山間地域では深刻になっており

ます。そういうことで予算的にも大変厳しい折で

はございますが、できるだけのひとつ市としての

支援も要望いたしまして、一般質問を終わりたい

と思います。どうもありがとうございました。 

〇議長（菅 健雄君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） １７番後藤龍太郎で

す。一般質問を行います。 

 新市になって１年８ヶ月が過ぎました。この間、

数社の企業の進出が行われ、雇用対策、若者定住

が進んだことに対し、市長に感謝するところであ

ります。 

 一方、周辺部の生活環境は、平成２０年３月に

予定されている三重、羽根、両へき地保育所の廃

止等など依然厳しいものがあります。 

 そこで、子育て支援と周辺部観光開発について

の２点について質問いたします。 

 １つ目の、子育て支援についてであります。 

 市長ご承知のとおり、香々地地区、旧香々地町

には保育所しかなく、合併前より幼稚園の整備の

要望が住民より強く求められていました。また、

今現在も強く要望されています。現に、真玉幼稚

園に香々地地域より４歳児、５歳児合わせて１０

名の児童が通園しています。 

 そこで、国が本年１０月にスタートした幼稚園

と保育所を一体化した「認定子ども園」に再編し、

今ある保育所に幼稚園の機能を備えることにより、

保護者の多様なニーズに対応すべきであると思い

ますが、市長の考えをお伺いします。 

 ２番目の周辺部観光開発についてであります。 

 香々地地域では、市の指導と支援により、今年

７月、地元漁協と香々地町商工会青年部が立ち上

がり、香々地漁業活性化協議会を設立し、漁業体

験型観光に取り組み、交流人口を増やし、地域の

活性化を行おうと頑張っているようです。 

モニター体験ツアーやパンフレット作りも終え、

来年度より本格的に事業を推進しようとしていま

す。今後とも継続して市の指導、支援をすべきだ

と思いますが、市の考えをお伺いします。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 後藤議員の、周辺部観光

開発についてお答えをいたします。 

 本市の観光振興を進める上で、香々地地域の海

辺の資源を活用したブルーツーリズムの推進につ

きましては、新市総合計画にある海辺のふれあい

ネットワーク推進プロジェクトの中でも最も重要

な施策でございます。 

市といたしましては、昨年度より観光による

香々地地域の漁業振興を図るために、漁業者との

協議を行ってまいりました。 

 これにより、釣り舟や建干し網に加え、籠漁や

ます網漁、そして、地引網など香々地のきれいな

海で四季折々のおいしい魚を獲るという体験観光

プログラムの態勢が整ったところでございます。 

 その後、本年７月２０日に、地元の漁業者と商

工会の青年部の共同により、農業と観光の一体的

推進を図るということで、香々地漁業活性化協議

会が設立をされました。 

それによりまして、インターネットによる情報

発信を始め、リーフレットの作成や民間企業への

厚生担当へのダイレクトメール発送など、誘客促

進にも努めてまいったところでございます。 

 また、各種漁業体験モニターツアーを開催いた

しましたところ、体験された方々からは、利用体

験に対する関心の高さが伺えることから、本格的

に実施となります来年度以降、大きな反響を呼ぶ

ものと確信している次第でございます。さらに、

こういったブルーツーリズムの取り組みは全国的

にも事例が少ないため、本市ならではの体験型観

光として脚光を浴びるのではないかと思っており

ます。 

今後は、漁業体験のプロジェクトの変更、そし

てまた充実と魅力アップに努めるとともに、観光

まちづくり株式会社と連携をとりながら、全国に

向けて情報発信をしてまいりたいと考えてるとこ

ろでございます。 

 その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いいたします。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 後藤議員の、認

定子ども園についてお答えいたします。 

 認定子ども園制度につきましては、少子化の進

行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に伴

い、小学校就学前の子どもの教育及び保育に対す

る需要が多様なものとなっていることを考慮し、

子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対す

る子育て支援の総合的な提供を推進するための措
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置を講じ、もって地域において子どもが健やかに

育成される環境の整備を図ることを目的に、本年

１０月より施行された制度であります。 

 これまで、香々地地区の保育事業につきまして

は、香々地保育所及び羽根、三重、両へき地保育

所で行ってまいりましたが、本年３月に策定され

ました豊後高田市行政改革大綱に基づき、へき地

保育所を廃止し、香々地保育所へ統合する計画と

なっております。 

 なお、へき地保育所の廃止問題につきましては、

すでに保護者説明会を６月と１１月に、羽根、三

重両地区で実施し、保護者の方からは、廃止した

場合の保育料問題、通園バスの導入、幼稚園化、

真玉幼稚園への３歳児保育の導入、保護者アン

ケート等の意見要望が出され、それらに対し説明

を行ってきたところでございます。 

 議員ご質問の、認定子ども園制度の導入につき

ましては、認定基準とされております幼児教育の

問題や、子育て支援としての週３日以上の親子の

つどいの場を開設しなければならないなど、現状

では課題も多く、導入が難しいと考えております

ので、ご理解をいただきたいと思います。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） 再質問いたします。 

 まず、子育て支援に対してです。本年６月定例

会において、私が三重、羽根両へき地保育所の存

続を求めた後、市長のご理解により両へき地保育

所の廃止が１年延長され、平成２０年３月までと

なりました。１年の延長で助かった保護者、児童

もいますが、大多数の保護者は不安を持ったまま

です。 

そこで、幼稚園と保育所の双方の機能を併せ持

つ認定子ども園に再編することにより、両へき地

保育所が廃止になっても、保護者は安心するので

はないでしょうか。子どもにとっては、就学前ま

で同じ施設で一貫した教育、保育を受けることが

できるし、幼稚園と保育所別々に通う子どものい

る保護者にとっては、送迎の負担が軽減されます。

そして、将来同じ小学校に通う仲間と就学前の時

期を一緒に過ごすことができる。また、認定子ど

も園は、在宅で子育て中の親に対する相談支援も

行う機能もあるらしく、また、周辺部過疎地域に

は、特例規定もあるそうです。 

県第１号の認定子ども園の設置を目指してはど

うかと思いますが、今一度答弁をお願いします。 

２番目の周辺部観光開発についてでございます

が、市長の熱意あるお答えに、今後とも期待をい

たして再質問はいたしません。よろしくお願いし

ます。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 後藤議員の再質

問にお答えいたします。 

 認定子ども園は、幼保一元化、いわゆる幼児教

育と幼児保育を合同で行うという部分になります。

ゼロ歳児から２歳児につきましては、保育園、３

歳児から５歳児までには、幼児教育といった状況

になります。この合同保育という部分につきまし

ても、保育の中身の部分で違いがございます。 

 また、先程答弁いたしましたように、子育て支

援と一体という部分もございまして、議員指摘の

部分もあるだけに、親子と集う場を週３回以上と

いうふうな指針も出されておりますので、これら

の課題につきましては、難しい部分もございます

のでご理解をいただきたいというふうに考えてお

ります。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １７番後藤龍太郎君。 

〇１７番（後藤龍太郎君） できないということ

でございますが、ぜひ、今一度、認定子ども園の

設置に向けて、市長の考えをもう一度聞いて終わ

りたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 私のほうからということ

でありますので、お答えいたしますが、この件に

つきましては、本当は、合併協議会の段階で解決

した問題だと私ども考えております。そういう中

で、先般の話の中で、１年延ばしてもらいたいと

いうお話を香々地の全議員さんからお話がありま

して、そういう中で、まあ安定的に暫定的にやっ

ていくにはそういうものも必要かということの中

で、私ども協議をした結果、皆さん方に、とのお

話をさせていただいたということでございますの

で、そこの辺は、ご理解をいただきたいと思う次

第でございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ３番尾上真一君。 

〇３番（尾上真一君） ３番永友会の尾上真一で

あります。通告に基づき一般質問を行います。 

 昨日の市長の提案説明理由の中でございました

ように、先月１１月２３日の東京の明治会館で開

催された農林水産祭式典で、蕗活性化協議会がむ

らづくりの部門で、優秀賞である天皇賞を受賞さ

れました。さらに、１０月２９日に大分市で開催

されました、第２６回大分国際車椅子マラソン大

会で本市の笹原選手が日本新記録を樹立し、初優

勝となりました。次々と、市にとっては、大変名

誉ある喜ばしいニュースが続いているわけであり

ます。このことは、皆さん方の日々の努力の取り

組みがされていたからこういう結果があるのでは

ないかというふうに思いまして、心から敬意を表

する次第であります。 

 このような状況の中で、１０月３０日付けの日

本経済新聞では、本市が行政サービスの分野にお

いて、九州第１位という大変うれしいニュースが

ありました。これは、本市のような財政状況が厳
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しい自治体でも、知恵と工夫で頑張ればいけると

いう何よりの証拠ではないでしょうか。いろんな

施設で日々の活躍に豊後高田市の行政サービスを

担い、頑張っておられる職員の皆さんに敬意を表

する次第であります。 

 さて、昨年の３月３１日に１市２町の合併を終

えまして、全国的な状況でありますが、国、県、

地方に問わず、簡素で効率的な行政運営という流

れの中で、今日、職員の適正化の流れとなること

が予想されております。また、今後いわゆる団塊

の世代の大量退職時代を迎え、少数で質の高い仕

事が求められてくる時代が到来すると思っており

ます。 

 今日、職員の関係におきましては、労使で充分

に協議して、必要なところには必要な人員を配置

するということについても考えておられますが、

これからより大切なことは、各職場間において、

充分な連帯感、そして連携をとって業務を行って

いくことがより高い行政サービスにつながるので

はないかというように思っております。そういう

意味でも、職場をまとめる管理職の皆さん、責任

は大変重要になってくるというように思っておる

とこであります。 

 そこで、今後の職員管理のあり方について、職

員をまとめていく管理職の皆さん方について、ど

のような連帯感、連携をとっていくかということ

について、市長に見解を求めたいというふうに思っ

てるとこであります。 

 次に、職員の健康管理についてお尋ねいたしま

す。 

 私は、夜遅くこの市役所の周りを通ることも

時々あるわけでありますが、夜遅くまで電気が点

いております。また、市民の皆さんからも、市の

職員は夜遅くまで頑張っておるなということも耳

にしておるとこであります。そういった職員の皆

さんが頑張っておることについては、非常に敬意

を表したいと思いますが、半面、懸念されるのは

職員の健康管理であります。 

 今日、多くの職場で働き盛りの若者が心の病に

かかっているということも耳にしております。市

職員が働く意欲の湧く職場をつくるのが必要では

ないかというふうに思っておるとこであります。 

 そこで、市職員の衛生管理について、事業所と

して職員に対する健康管理面では、どういう取り

組みをしていくのかについて、お尋ねをしたいと

いうふうに思っております。この２点についてお

尋ねします。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 尾上議員の、今後の管理

職のあり方について、お答えをいたします。 

 議員のご質問にもございましたとおりに、本市

におきましては、経験豊かな団塊の世代の大量退

職を迎えます。また財政健全化の観点から、行政

改革大綱で計画しておりますように、適正な職員

規模による行政運営が求められております。さら

に、地方分権一括法の施行などにより、ますます

高度多様化していく行政の課題や需要に即応して

いくような職員個々の能力向上も求められている

ところでございます。 

 このようなことから、まさに少数精鋭体制によ

る行政運営が今後ますます求められてまいります。

それとともに、これまでの旧市町での職員研修の

格差もございます。このような背景を考慮するな

かで、職員研修につきましては、平成１８年度、

本年を職員研修元年と位置づけて、精力的に実施

を、研修の実施をやっているところでございます。 

 具体的には、これまで電子決裁や職種変更など

を視野に入れたパソコン文書事務、財務会計、法

制執務など事務能率向上に資する研修や接遇、応

対マナー、説明能力、人権啓発など、市民サービ

ス精神の肝要に資する研修を実施してまいりまし

た。 

 また、外部研修機関が開催しております問題発

見、解決能力、そして、総合力、企画力など職務

能力向上に資する研修や、税務、財務など行政実

務能力向上に資する研修及び管理・監督能力、中

堅リーダーシップの養成など組織力向上に資する

研修にも積極的に参加をさせているところでござ

います。 

 そして、特に、大量退職後に管理、監督者になっ

ていく世代の育成が喫緊の課題であることから、

次期管理職となる監督者を対象とした管理職等養

成研修を現在計画しているところであります。 

なお、この研修につきましては、意欲ある職員

の募集を求め、又は指名も考えているところでご

ざいます。 

 管理職は、行政事務の運営の確保について、直

接の権限と責任を有する職員であることから、企

画立案等職務遂行に関する能力、組織運営に関す

る能力、また、率先垂範するリーダーシップなど

が求められているところでございます。 

 その中で、特に、職場内の連携感や連帯感に関

する能力について申しますと、具体的には、職員

の能力、経験や勤務状況等を把握したうえで、指

導育成する能力、職務の遂行、進行管理を行う能

力、相互協力や報告、連絡、相談といういわゆる

「ほう・れん・そう」そういうようなものをちゃ

んとやれる、そしてまたチームワークを徹底させ

る能力、また、職場を一体感のあるものとして取

りまとめる能力などが求められます。 

したがいまして、より質の高い行政サービスを

行うためには、今後これまで以上に、このような

能力の育成に着目した研修や勤務評定などを実行

できる研修等を実施いたしまして、行政組織の円

滑な運営に資するよう、人材の育成に努めてまい

りたいと考えているところでございますので、ご
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理解を賜りたいと思います。 

 その他の質問につきましては、担当課長から答

弁させます。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 

豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 職員の健康

管理についてお答えいたします。 

 職員は、市民の負託に応えて職務を全うするた

めには、まず自己の健康管理に努め、心身ともに

健康でなければなりません。また、職員の安全と

健康管理を確保するとともに、快適な職場環境の

形成を促進することは、事業主の責務でもありま

して、人事管理上からも非常に重要であると認識

しているとこでございます。しかし、現実には、

生活習慣病を始め、合併等に伴い、メンタル面で

の疾病も発生しているところでございます。 

 このような中、職員の健康管理についての具体

的な取り組みといたしましては、まず早期発見と

いう観点から、年に１度の職員総合健診を実施い

たしますとともに、全職員が受診しやすいよう日

程等の環境整備を行い、受診の徹底を図っている

ところでございます。 

 また、早期治療の観点から、総合健診での要精

密検査の者には、再検査の徹底も行っているとこ

でございます。 

さらに、健康管理上、最も重要であります予防

の観点から、今年度より業務終了後、日時を定め、

産業医と衛生管理者による定期的な健康相談を実

施し、職員の健康の保持、増進に努めているとこ

ろでもございます。 

 そして、メンタル面での疾病につきましては、

大分県市町村職員共済組合主催の研修に管理職

を参加させ、職場における早期発見や問題解決の

ためのノウハウの蓄積に努めているとこでござい

ます。 

そのほかにも、全職員を対象とした健康管理研

修の実施や、大分県市町村職員共済組合主催の健

康づくり事業へ職員を積極的に参加させるなど、

日常的に健康に対しての意識の高揚を図っている

ところであります。 

 今後につきましても、安全衛生委員会等による

衛生管理体制を一層充実させ、職員の安全及び健

康を確保し、快適な職場環境の形成を促進してま

いりたいと思っているところでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ３番尾上真一君。 

〇３番（尾上真一君） いま、市長並びに総務課

長のほうからご答弁をもらいました。今後は、市

長を始め管理職の皆さんによる、各所属の職員と

充分な把握をし、職場でのコミュニケーションを

図りつつ、管理職と職員間の融和を図りつつ、能

力を発揮促進し、市民のニーズに応える職員を養

成して、新しい豊後高田市まちづくりに貢献して

もらうことを要望し、私の質問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） では、１２番永友会吉

高彰生です。通告に基づきまして、２点質問をい

たします。 

 まず、第１点目は、児童・生徒への声掛け事犯

対策の防犯ブザーについてお尋ねをいたします。 

 「防犯ブザーを点検しよう、安全を考える」、

これは、９月の朝日新聞のコラムの見出しからで

す。「いざというときには、心強い味方になる携

帯用の防犯ブザー、でも、持っているだけで安心

していませんか。電池が切れていたり、故障して

いたりすると、万一のとき力を発揮することがで

きません。新学期のスタートをきっかけに、もう

一度点検してみましょう。 

ちなみに、この防犯グッズの商品名は、防犯ブ

ザーとか防犯ベルあるいは防犯アラームで販売さ

れています。定期的に鳴らして確認、電池切れや

故障はないかな、大阪府岸和田市の城東小学校で

９月１日に行われた２学期の始業式、防犯や安全

を担当する先生が集まった全校児童に、防犯ブ

ザーの正しい使い方を説明したほか、定期的に鳴

らしてみるなどして、きちんと鳴るかも確認しま

しょうと呼びかけました。 

 大阪府教育委員会は、今年の４月、大阪府内の

すべての公立小学校や希望する私立の小学校１年

生を対象に配布しました。しかし、５月以降、音

が鳴らない、正しく機能しないなどの故障したも

のが多く出たため、予備のブザーと交換するなど、

対応してきました。 

大阪府内のある小学校の１年生に、配布した数

のおよそ半分にあたる３０個に音が鳴らないなど

の不具合が見つかり、１学期に修理や交換したそ

うです。 

 校長先生は、防犯ブザーを持っていても、いざ

というときに鳴らないと身を守ることができませ

ん。これからも、安全の意識を高める一つとして、

定期的な確認を呼びかけていきたいと考えていま

す。 

 毎月、チェックの日を決める、防犯協会連合会

からのコメントです。 

おうちの人と一緒にチェックの日を決めて、ちゃ

んと音が出るかどうかチェックしてみましょう。

買い換えるときのポイント、音の大きなものを選

びましょう。使いやすさも試してみましょう。」

というように、防犯ブザーの現状とアドバイスを

されています。 

 私は、この新聞のコラムを読んで、さて、豊後

高田市ではどんな状況かな、と大変気になったわ

けであります。 

そこで、市内小中学校の児童生徒で、防犯ブザー

を所持している学級や学校と、その購入経費の出

所について、当市教育委員会が把握されているこ
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とについて、教育長にお尋ねをいたします。 

次に、防犯ブザーを所持している学級や学校で

の保守点検の状況を把握しておれば、その状況を

お知らせいただきたいと思います。 

 次に、質問の２点目でございますが、公益通報

者保護法について、お尋ねをいたします。 

 この公益通報者保護法は、２００４年、昨年の

６月に制定、公布され、今年の２００６年４月に

施行されました。 

 元々この法律ができたきっかけは、皆さんもよ

くご承知のように、平成１２年に発覚した三菱自

動車工業のリコール隠しや、東京電力が原子力発

電所の修理記録に不正記載していた事件、ＢＳＥ

対策に便乗して、輸入牛肉を国産と偽装して、そ

の処理費用を不正取得した平成１４年の雪印食品

や、日本ハムの事件がありました。これらは、社

員や取引先、請負業者などが、管轄の行政機関や

警察に通知して明るみに出たものでありました。

これらの企業における不祥事は、いずれも国民生

活に重大な影響を与えるもので、法令遵守の観点

から絶対に許されるものではありません。しかも、

このような事態が隠蔽され続けた場合の危険性は、

計り知れません。こうしたことを契機に、内部告

発を保護する法的な枠組みの必要性が認識される

ようになってきました。 

 このことについて、去る１０月の２５日のＮＨ

Ｋテレビニュースの中で報道されたものです。 

 このニュースタイトルは、「告発窓口設置、市

町村で遅れ」というものです。その内容について

説明をいたします。 

 内閣府は、組織内の犯罪行為や法令違反を内部

告発したことを理由に解雇することを禁じる「公

益通報者保護法」が、今年４月に施行されたこと

を受けて、国と地方のすべての行政機関の状況を

今年８月末現在で調べました。 

それによりますと、中央省庁では、すべてが内

部告発の通報窓口を設け、都道府県も８７パーセ

ントが設置しているのに対し、市区町村では、お

よそ４分の１の２４パーセントにとどまっていま

す。 

 また、内部告発があった場合にどのように対応

するか、具体的ルールを定めているかどうかにつ

いては、中央省庁ではすべて、都道府県でも８７

パーセントがルールを定めているのに対し、市区

町村では、１６パーセントにとどまっています。 

 内閣府は、通報窓口の設置は義務付けられてい

るわけではないが、法律が円滑に運用されるよう

体制の整備が急がれるとしており、引き続き、市

区町村に対する働きかけを行っていきたいとして

います。という報道の内容でございました。 

 そこで、豊後高田市の窓口設置の状況と、今後

の方向性について市長にお尋ねをいたします。 

以上です。よろしくお願いします。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 防犯ブザーについての

ご質問にお答えいたします。 

 ここ数年、幼い児童を狙った凶悪犯罪が発生し

ており、昨年栃木県で発生した小１女児殺害事件

は、未だに解決をみていません。県内で頻繁に声

かけ事犯が発生しており、児童生徒への防犯ブ

ザーの携帯及び点検を含め、スクールガードや地

域教育ネットワーク等の活動を通して、地域ぐる

みでの安全対策を行っているところであります。 

 今年第２回定例会におきまして、明石議員にも

ご指摘をいただき、現在、市内の全小中学校が防

犯ブザーを所持しています。 

購入の経費でありますが、平成１６年度に３小

学校においては寄附で、他の小中学校においては、

保護者負担で購入いたしております。平成１７年

度小学校入学児童からは、市費で購入しています

が、今年度につきましては、ＴＯＳテレビ大分か

らの寄贈があり、配布をしたところであります。 

 また、無くしたり、使用ができなくなったもの

については、市費で補充をしているところでござ

います。 

 議員ご質問の、防犯ブザーの点検については、

７月の校長会で、不審者等への児童生徒への日常

の指導として、防犯ブザーの使い方、防犯ブザー

の携帯及び使用可能かの確認等を行うよう指導す

るとともに、子ども連絡所への駆け込みや、車の

ナンバーの読み取り、独りにならない指導等も併

せて行うよう指導してまいりました。 

 さらに、報告、連絡、相談の徹底、教職員の危

機管理意識の高揚等も各学校で徹底するよう伝え、

安全指導に全力を尽くすよう指示しているところ

でございます。 

 各学校においても、防犯教室の開催や、随時、

防犯ブザーの所持や点検を実施し、いざというと

きに使用できるように日常から点検整備を行うよ

う児童生徒に指導を行ってきたところです。 

 今後につきましても、所持点検を定期的に行い、

学校、保護者一体となった取り組みをさらに推進

していきたいと考えています。 

また、各学校でスクールガードや地域教育ネッ

トワークの活動を通して、児童生徒を守っていた

だいていますが、さらに地域の目、保護者の目で

児童生徒を守っていく所存でありますので、ご協

力をよろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 市民課長河野三男君。 

〇市民課長（河野三男君） 公益通報者保護法に

ついてお答えします。 

 まず、議員ご承知のように、公益通報者保護法

は、平成１６年に制定、公布され、本年４月に施

行されました。この公益通報者保護法制定の背景

につきましては、議員のご質問にもありましたよ
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うに、近年、食品の偽装表示事件を始め、国民の

生命や身体の保護、消費者の利益の保護等に関わ

る事業者の法令違反行為が発生しておりますが、

これらの事業者の法令違反行為の多くは、事業所

内部の関係者からの通報を契機として明らかにさ

れてきています。 

 労働者が公益のために通報を行う場合に、どの

ような通報の内容をどこへ行えば解雇等の不利益

な取扱いから保護されるのかについて、これまで

必ずしも明確ではありませんでした。 

 そこで、公益のために通報を行ったことを理由

として、労働者が解雇等の不利益な取扱いを受け

ることのないよう、通報者保護に関する制度的な

ルールを明確化するために法制定されたものでご

ざいます。 

このことを受けまして、当市といたしましては、

本年４月より市民課市民相談係が相談窓口となり、

市民相談と運用上の一元化を図ったところでござ

います。なお、通報者に対する対応といたしまし

ては、個人情報の取扱いには充分留意するととも

に、通報内容が公益通報者保護法の対象となる４

１５本の法律に該当するかどうかの判断を基本と

いたしているところでございます。 

 また、違法行為に関する内容に伴う処分が行わ

れた場合につきましては、権限を有する行政機関

の紹介や関係課との連絡連携による取り組みを行

うようにしているところでございます。 

 なお、この法律の周知につきましては、本年４

月の新しい制度でありますので、市民への周知が

必要と思われ、市報７月号と１２月号に掲載し、

市民への周知を行ってきたところでございます。 

今後につきましても、通報窓口設置について、

市民の皆さんに周知してまいりたいと思います。

そして、議員の質問の趣旨を理解いたしまして、

これからも安全・安心のまちづくりに努めてまい

りたいと思います。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） では再質問をいたしま

す。 

 まず、１点目の防犯ブザーについてでございま

すが、教育委員会としての指導、助言をなされて

いるということで理解をいたしました。先程申し

ましたように、大阪府のある小学校の取り組みを

ご紹介いたしましたが、これは定期的に点検する

ことによって、安全の意識を高めることと同時に、

意識を持続させる効果があると思います。これも

指導方法の一つと考えられます。 

 ちなみに、今日ここに防犯ブザーを持ってきま

した。これは３８０円。定価はもっと高いんです

が、これはある電気店の推薦の商品でした。これ

が３８０円。ここで鳴らしてみるとびっくりしま

すので鳴らしませんが、これが大体値段がですね

１００円ショップで１００円から最高で１，５０

０円まであるんです。値段がいいのは、なぜいい

かというと、音量が大きいことと、光点滅も付い

てるわけです。で、それから生活防水、雨に濡れ

ても大丈夫だと。だから値段が安いのは、電池が

すぐ切れたり、防水がない。それから音量が小さ

いということです。 

 そこで、私たまたまネットで調べてみたら、保

守点検の要らないメンテナンスフリーの最新の警

報グッズをご紹介をいたします。ここに持ってき

ました。 

 こういう笛で、電池はなんもありません。自分

の息で吹けばいいわけです。このことについて、

中身をちょっと説明しますが、この商品はテレビ

でも紹介され、注文が殺到し、フル生産している

そうです。商品名は、ヘルプ、助けて、それから

ピーとなるから「ヘルピー」と、なるほどなかな

かいいネーミングを付けてしてるなと、ヘルピー

といいます。 

この笛の特徴は、鳴る音は人の聴覚に最も反応

する周波数、３，０００ヘルツ、１秒間に３，０

００回振動するように設計をされています。吹く

だけで、雑音のある日中の市街地でも、半径１０

０メートルぐらい、郊外なら３００メートル先ま

で届くそうです。防犯だけでなく、防災にも役立

ちます。標準小売価格は４２０円ですが、特別販

売価格は大体３３０円程度です。ご参考までにご

紹介をいたしました。あとでこの笛と、参考資料

を教育長さんに差し上げますので、一応参考にし

てください。別に私はメーカーから何もいただい

ておりません。 

 次に、２点目の公益通報者保護法でございます

が、公益通報者保護法についての当市の広報紙が

ですね、平成１８年の７月号「みんなの掲示板」

というところのこの上のほうにですね、少し掲載

されておりますが、これはですね、後半の部分を

読んでみますと、要するに大分県庁のホームペー

ジ並びに公益通報専用電話のほうへということで

お知らせをしてるわけです。 

 で、これはですね、宇佐市の、お隣の宇佐市の

ホームページですが、これは、暮らしの情報、各

種相談というところで、公益通報の受付について

ということで、こういうまず窓口をとって、で、

ここクリックすると、こういうふうに詳しく書い

てあります。そして県のほうのホームページと電

話で知らせておりますが、大分県内では、宇佐市

と大分市だけのようです。 

 で、まず、当市のホームページにも窓口を設置

していただくといいなあというふうに思うわけで

す。で、いわゆる大分県庁公益通報専用電話のほ

うへと中継ぎとして、豊後高田市のホームページ

に道しるべがあったほうがこの法律のコンプライ

アンス、法令遵守の観点からすると必要なことで
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あると考えますが、いかがお考えでしょうか。こ

の件についてお尋ねをいたします。 

 以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 市民課長河野三男君。 

〇市民課長（河野三男君）） 議員さんご指摘の

ようにホームページの掲載を含めまして、市民に

周知してまいりたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １２番吉高彰生君。 

〇１２番（吉高彰生君） 再々質問をいたします。 

公益通報者保護法のホームページについては、

検討されるということでご返答をいただきました

ので、そういう方向でよろしくお願いいたしまし

て、一般質問を終わります。ありがとうございま

した。 

〇議長（菅 健雄君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） ２０番川原直記でござ

います。今回、４点ほど質問をいたします。 

 最初の、新型交付税でございますが、トップバッ

ターの近藤議員のときに市長が少し述べられまし

たし、後の木村議員が同様の趣旨のことで質問す

るということで、私は２番以下を質問したいと思っ

ております。 

 本年１０月から１１月にかけまして、市内６箇

所で地域振興会議が開催されました。私も真玉地

区の会場に参加して、皆さんの意見を聞いた一人

でございます。 

 市長の考えや財政内容の説明を皆さん熱心に聞

き入っていました。各会場での意見や要望等の内

容を詳しくお伺いしたいと思いますし、その対応

を決定しているものがあればお聞きしたいと思っ

ております。 

 また、今後は、若い世代を限定しました意見交

換会や会議を開くことも重要ではないかと思って

おりますので、そういった予定がありましたらお

知らせください。 

 また、財政やサービス低下になった理由の説明

を、あらゆる機会を通じて市民に理解してもらえ

る方法を考えるべきであると思います。真玉会場

のことで言えば、担当者の財政説明で、参加者も

内容をかなり理解したように見受けられました。

私自身もそう思っております。 

 次に、教育問題につきまして３点ほど伺います。 

 １つは、３歳児の幼稚園での保育であります。

その３歳児保育の導入を希望する住民保護者が多

いということであります。今回も、私を含めまし

て、４人ほどの議員が同様の質問を通告しており

ます。真玉に限って言えば、６～７年間、また、

新市になっても同じ希望が市民にあります。早急

に実現できるよう市当局に要望いたします。 

 ２番目の問題としまして、全国的にもここ数年、

自殺者まで増えているいじめ問題であります。ま

た、同時に不登校等の案件が報告が当市にありま

したら、小中学校の現状をお聞きしたいと思って

おります。 

 また、教育問題の３番目として、私自身１７年

６月議会で質問しました登下校の危険箇所の見直

しの安全対策についてであります。 

 その後、ハザードマップや生徒児童への警鐘も

していることでありましょうが、大人ができる安

全対策を早急にしておくほうが間違いないと思っ

ていますし、予算はかかりましょうが、事故があっ

ては取り返しがつきません。今一度、対策のでき

る場所をしっかり対応してほしいと思っておりま

す。 

 次に、特別養護老人ホームや老健施設への入所

条件について、お伺いします。 

 高齢者対策の中で、特養や老健施設の入所につ

いてであります。 

 特に、介護保険や自己負担の改正等で、個人が

もらっています国民年金や老齢年金等で、施設へ

の入所負担額が毎月賄えられないという不安の方

も多いと伺っております。現状の入所にした場合、

総合的な月々の負担等を詳しくお示しいただきた

いと思います。 

 また、施設の費用が不足する場合の緩和策も同

時にお聞きします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 川原議員の、振興会議の

結果と対策についてお答えをいたします。 

 本年度の地域振興会議は、市内６地域で開催い

たしました。２２５名の方々が参加をしていただ

きました。 

先程ご質問の中にありましたように、２０代か

ら３０代の若い世代の方々の出席というのは、全

体的に少なかったと私も思っています。しかしな

がら、これからの地域を支えていく貴重な人材で

ある若い世代の方々の意見をより多く聞くことも、

地域振興にとっては重要なことだと考えておりま

す。 

 いままで、私どもは、商工会議所の青年部、そ

れからまた、農業後継者の方々と議論する場を設

けておりますけれども、今後は、より多くの若い

世代の方々との議論の場を設けてまいりたいと

思っております。 

そういうことの中で２０代、３０代の方々との

協議というものも、また新たなものとして考えて

いきたいと思っております。 

次に、合併後の財政等の説明責任についてであ

りますけれども、本年度の地域振興会議では、現

時点で本市が置かれている状況を具体的にお示し

して議論することを目的といたしました。そうい

う中で、行政改革の取組状況はどうかと、そうし

てまた総合計画の内容をお示しし、そして、議論

を深めていきたいといったところでございました。 
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そういう中の、皆さん方にこれから現在職員に

対しても、合併の必然性、なかなかやはり周辺部

の方々にとっては、合併したのは悪かったという

そういう意識のほうが強いんではないかというこ

とで、まあ、どうしても合併しなきゃならなかっ

たんだというのは、新聞をご覧になればわかると

思いますけれども、ただ、職員としても、やはり

その説明責任はあるんではないかと、そういうこ

とも思っておりまして、合併の必然性とその効果

及び行政改革に対することについて、職員ともど

もいま、勉強してるところでございます。 

そういうことから、今後住民の方々から聞かれ

ても、また反対に、職員から地域の方々に積極的

に今の財政状況、行革の状況、そしてまた、これ

からどうするんだということを説明をするよう、

それも正しく説明するように、研修することにい

たしておりますし、そういうことによって、皆さ

ん方に、できるだけ多くの住民の方々が、やむを

得なかったんだなという、そういうことをご理解

していただくようにしたいと、そういうふうに思っ

ていることであります。 

まあ、これからもいかにして市政の状況を住民

の方々に説明していくか、それと同時に、住民の

方々の意見をどう把握していくか、そういうよう

なことを繰り返していかなきゃならんと思ってお

りますが、まあ、ある意味においては、振興会議

に集まってきていただいた方々、少し少なかった

かなあという。昨年の場合は、なんとか皆さん方

集まっていただくということで、極力そういうよ

うなことをやりました。今年については、皆さん

方のご意見を聞きたいという話の中で、皆さん方

のこういう意思によって集まっていただくと、そ

ういうふうなことでやってみたわけであります。

そういう面の中で、昨年、そして今年と２ヶ年開

いてみて、皆さん方のご意見というものをできる

だけ実行していきたいと。皆さん方のご意見、そ

のものの内容としては、やはり身近なことが一番

多かったと思います。まあ、特に多かったのは、

やはりタクシーの話だったと思います。 

そういう面で、皆さん方、身近にあるそういう

ものについては、関心があるんだなあということ

で、これからもそういうようなものでやっていき

たいと思っておりますし、今ちょっと把握してお

りませんので、担当課長にあれば、またやらせて

いただきたいと思います。 

 そういうことで、その他のご質問につきまして

は、教育長と担当課長にさせます。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 川原議員の、教育問題

３点についてのご質問にお答えいたします。 

 まず、最初に、幼稚園の３歳児保育の件でござ

いますけれども、ご案内のように、幼稚園は生涯

にわたる人間形成の基礎を培うための幼児教育の

場として、学校教育法の規定により設置されるも

ので、本市は、夢いろ、真玉の２幼稚園を設置い

たしております。 

 夢いろ幼稚園では、３歳児保育を行っています

が、７園を１園に統合する際、県下に先駆け実施

したものであり、多くの希望者がいましたが、２

０名の定員で実施しているところであります。 

また、幼稚園の３歳児保育制度は、県下１４市

中、５市が導入していますが、その１４１の公立

幼稚園中、１０園が実施し、そのうち、３歳児単

独クラスを設けている園は、本市の夢いろ幼稚園

を入れ、３園のみとなっています。 

 真玉小学校附属幼稚園につきましては、保護者

から３歳児保育の導入について要望をいただいて

おり、教育委員会といたしましても、その趣旨は

理解できるものであります。 

しかしながら、先程申し上げましたように、現

在実施しています夢いろ幼稚園の３歳児保育は、

先駆的な取り組みであり、今後真玉幼稚園をどの

ような方法で実施するか等も含め、幼児教育の面

からも検討を行い、できる限り早期の実現を図り

たいというように考えていますので、ご了承をお

願いいたします。 

 次に、いじめや不登校の現状についてお答えい

たします。 

 議員ご質問の、福岡県筑前町で、いじめを苦に

自殺した中学２年生の男子生徒を始め、全国各地

で、いじめに起因する自殺が相次ぎ、さらに、自

殺を予告する手紙が伊吹文部科学大臣宛に郵送

されるなど、いじめ対策が喫緊の社会問題となっ

ています。 

このような中、県教委は、いじめの問題に関す

る緊急調査を実施し、いじめの実態を報告しまし

た。県内の公立小中学校で、２，９１０件のいじ

めが今年４月から７月の間に発生しており、豊後

高田市では、小学校１５件、中学校で１０件の報

告が上がっています。 

 いじめの内容につきましては、ひやかし、から

かいが最も多く、仲間外し、暴力を振るう、持ち

物隠しと続いています。 

教育委員会といたしましても、今回の福岡県で

の自殺を受け、生徒指導の一層の充実を図る旨の

文書を緊急に送付し、指導の徹底を図るとともに、

毎月の校長会で、教育相談員から、いじめの防止

策や、子どもの心をつかむ手法等、生徒理解に関

わる話をしているところであります。 

 各学校におきましても、毎月の校長会での教育

相談員からの資料をもとに研修を深めるとともに、

定期的に生活アンケートや面談を実施し、生徒理

解に努めています。 

 また、いじめは、どの学校でも起こり得るとい

う認識に立ち、教職員が一人ひとりの児童生徒の
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些細な変化にも気を配るとともに、保護者との連

携をさらに深め、一丸となって、児童生徒が安心

して過ごせる学校づくりに取り組んでいるところ

であります。 

 また、現在、不登校児は、小中学校合わせて１

０名でございます。そのうち７名は、今年４月に

開設した適応指導教室ビリーブへ週３日通ってい

ます。そこでは、指導員２名の指導の下、悩みか

らの解放と社会性を培う教育等受けながら、日々

の学習に頑張っているところであります。 

 いじめや不登校を出さない安心して学べる学校

を作るためにも学校、家庭、地域が一体となった

教育の町にふさわしい環境づくりに取り組んでい

く所存でありますので、ご理解賜りますようお願

い申し上げます。 

 ３点目の、登下校の安全対策についてでござい

ますけれども、ご案内のように、昨今、児童生徒

の登下校中を狙った痛ましい事件、事故が相次い

で発生し、深刻な社会問題となっております。こ

のような事件、事故を未然に防止するため、本市

では、県教委の補助事業であります、地域教育振

興モデル事業の導入、及びスクールガード制度に

取り組むなかで、通学路において不審者に狙われ

やすい少人数での通学区間のハザードマップをも

とに、児童生徒の登下校時における安全確保を

行っているところでございます。 

 具体的な取り組みといたしましては、市内に２

名配置しておりますスクールガードリーダーによ

る登下校時における恒常的な巡回パトロールを実

施しております。さらに、自治会、老人会、民生

委員及びスクールガード等の地域住民は、啓発用

の帽子等を着用して、児童生徒の登下校時に合わ

せて、恒常的に犬の散歩や健康ウォーキングを

行ったり、車両用のステッカー等を貼り付けての

巡回パトロールを実施するなかで、通学路での安

全確保に取り組んでいるところでございます。 

 また、新たに各小学校区単位では、見守り活動

の協力チラシを作成し、全戸配布または、班回覧

板形式で取り組みを依頼するなかで、指定した日

時に、各公民館を中心に、保護者、スクールガー

ド、地域の健全育成協議会及び地域住民の方々と

の連携により、児童生徒の下校時における声かけ

等を含めた見守り活動を行う一斉行動日を設けて

いる小学校区もございます。 

 なお、２学期末より全小学校において日時を決

めての一斉行動を実施する準備も進めているとこ

ろでございます。 

 今後も、地域総参加の中で、子どもたちの登下

校時における安全確保の取り組みを、日常的に定

着させていきたいと考えております。 

 また、ご質問のありました、通学路における危

険箇所等の対策につきましては、家庭、学校の中

で、児童生徒に対し、これまで以上の安全面に対

する指導をお願いするとともに、関係機関とも協

議をしてまいりたいと考えておりますので、ご理

解下さいますようお願い申し上げます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中

嶋栄治君。 

〇プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 川原議

員の、地域振興会議でどういう意見が出たかとい

うことについて、お答えを申し上げます。 

 先程市長からご答弁がございましたように、や

はり身近な周辺の問題に係る問題が多かったんで

すが、中でも火葬場の問題、それからケーブルテ

レビ、あと公共交通としての市民乗合タクシー等

の問い合わせ、その他が多ございました。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 保険年金課長小野俊久君。 

〇保険年金課長（小野俊久君） 川原議員の、特

別養護老人ホームや老健施設の入所条件について

お答えします。 

 介護保険施設への入所につきましては、まず、

要介護の認定が必要であり、施設と利用者の契約

により入所することとなります。また、施設の入

所に係る費用は、介護サービス利用料、食費、居

住費及び雑費であります。所得の低い方に対しま

しての利用料は、高額介護サービス費の上限額が

基本額より低く設定されています。さらに、居住

費、食費の費用につきましても、利用者負担が低

く設定されております。 

次に、年金額と入所費用の関係でありますが、

利用者負担段階が１段階の老齢福祉年金受給者

につきましては、平成１８年度の年金額４０万５，

８００円に対して、年間の入所費用は概ね２９万

円でありますので、入所費用が上回ることはない

と思われます。 

また、利用者負担段階が２段階の住民税非課税

世帯で、課税年金収入額と合計所得金額の合計が

８０万円以下の方の年間の入所費用は、概ね４５

万円でありますので、一部の方で入所費用が上回

ることが考えられます。 

なお、所得の低い方で一定の要件を満たす方は、

利用料を２５パーセント軽減する制度もございま

すが、それでも入所費用が年金収入額を上回る方

につきましては、家族等の援助が必要であると考

えております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） はい、再質問いたしま

す。 

 先程、市長のほうから振興会議の結果、お話が

ありました。今後はですね、市長も言ってました

ように、２０代、３０代の方の会議に、出前講座

といいますか、出前をしまして、財政等、市の状

況を詳しく皆さんにお知らせをいただければ、ご
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理解をいただける面も多いかと思っておりますの

で、ぜひそれは実行していただきたいと思ってお

ります。 

若い方の中でも、急にいろんなサービスが、例

えば子どもの２子、３子目の補助が打ち切られた

とかいう話を聞きますが、これもぜひ前もって詳

しく説明をいただければ理解できたが、去年まで

いただいておったのに今年はないということで、

皆さん非常に心情的には不満を持ってる方も多い

かと思っておりますし、ほかの財政に関しまして

も、そういった丁寧な説明があると、皆さんも理

解をいただけると思っております。 

また、ホームページ等を見ましても、他市にお

いて、常時市の財政等を掲載しているとこもあり

ますし、そういったことも利用していただきなが

ら、広報等も大いに利用して、今後とも訴えていっ

ていただきたいと思っております。 

 次に、幼稚園のことなんですけど、先程、教育

長のほうからもお話がありましたように、以前か

らそういったような答弁で終わっとるわけでござ

います。まあ、今、新市になりました議会におき

まして、同僚の岡部議員からも３歳児教育につい

てお話がありましたときに、保育園との兼ね合い

があるからというようなことでございましたので、

私は保育園に入る要件と幼稚園とはまた別な問題

と思っております。幼稚園は満３歳から小学校就

学するまでの幼児を保育し、年齢に相応し、適切

な環境を整え、心身の発達を助長するための教育

施設ということで、文科省所管の学校ということ

になっておりますし、保育所は、また保護者の就

労等、等々いろんな条件があるのではないかと思っ

ておりますので、また、大園課長もおられますの

で、まあ３歳児が全員保育所に入られるのかとい

うことも一度お伺いしてみたいと思います。 

 また、ホームページ上でみますと、まだ、あの

旧高田時代の６つの幼稚園の掲載しかございませ

ん。それで、いろんなホームページがあると思い

ますので、またお調べになって訂正をしていただ

きたいと思っております。 

 それから、特別養護老人ホームのことでござい

ますが、そういったいま受給している年金内で入

所できることが可能だということで、これもまた、

いろんな機会を通じて市民の皆さんにお知らせを

いただければと思っておりますので、幼稚園のそ

の問題につきまして、大園課長と教育長に今一度

ご答弁をいただきたいと思っております。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 再質問にお答えいたし

ます。 

 先程、議員から、保育園との係わり等はあまり

というようなご意見をいただきましたけども、やっ

ぱり保育園との係わりというのも非常に大切な重

要な問題になってくると、私たちは判断しており

ますし、ですから、こちらの１園にしたときも、

非常に人数を絞ったということで、いつも３倍、

２倍から３倍の応募がありますけど、それ以外の

人は入れないという状況であります。 

ですから、そういうことを考えると、真玉、香々

地の場合でもそれよりもっと人数を少なくしなけ

ればならないという状況は間違いないと思います

し、そういう面で、やはりその必要性は、先程申

し上げましたとおりでありますので、早期の実現

は私たちも考えていきたいというふうに思ってお

りますけども、その内容がどのような形、どのよ

うな方法でやるかというようなことは、それも先

程申し上げましたように、充分検討していきたい

というふうに思っております。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 川原議員の質問

にお答えいたします。 

 保育所入所につきましては、私立保育園５園、

公立保育園２園で対応いたしておりまして、３歳

児につきましては、現状待機されてる児童はおり

ません。全員入所しております。 

 もう１点、介護施設の利用料の払えない方の対

応につきましてお答えをいたします。 

 介護保険制度における各種減免措置を適用後、

なお施設利用料の支払いが困難な方につきまして

は、最終の救済処置としまして、生活保護制度の

生活扶助あるいは介護扶助の適用が考えられます。

これらの方につきましては、生活保護の申請をい

ただきまして、適正な調査を実施し、対応してま

いりたいというふうに考えておりますので、ご理

解をいただきたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ２０番川原直記君。 

〇２０番（川原直記君） 私が聞きたかったのは、

３歳児のですね、保育所に全員入れないというこ

となんです。保育所の兼ね合いがあるということ

ですが、保育所に入るためには、入所要件等がご

ざいまして、私が申すまでもございませんが、全

員は、希望者は入れないということでございます

ので、その辺はよくよく理解をしていただきたい

と思いますし、昨日、提案理由の中に、行政サー

ビスで九州１位になったと、本市における教育の

取り組みや子育て環境等が高い評価をいただいた、

今後もこれらを恥じない、これに恥じないような

真の市民サービス向上に努力するという市長の言

葉もあります。ぜひともですね、そういった入れ

ない３歳児のことを皆さんが要望してることと思

いますので、ぜひともその実現に向けてほしいと

思いますし、もし、３歳児の入園、保育所の入所

緩和ができるなら、またそれも一つの方法ではな

いかと思っておりますので、ぜひその辺を勘案し

ていただきまして、より早い段階に３歳保育を実
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現していただきたいと思っております。 

 以上で終わります。 

〇議長（菅 健雄君） しばらく休憩いたします。 

午後は１時から再開します。 

     午後０時１０分 休憩 

     午後１時００分 再開 

〇議長（菅 健雄君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 一般質問を続けます。 

 １０番明石光子君。 

〇１０番（明石光子君） １０番明石光子でござ

います。通告に基づき一般質問を行います。 

 初めに、乳幼児医療費の助成制度についてお尋

ねいたします。 

 これまで３歳未満まで無料だった通院医療費が、

大分県の制度改正に伴い、豊後高田市でも県の要

綱どおりに、１０月から対象者が就学前までに拡

大されました。所得制限もなく、すべての乳幼児

が対象となるこの助成制度は、大分県が取り組ん

だ画期的な子育て支援事業だと高く評価をしてお

ります。 

 しかしながら、医療費等に一部自己負担が伴う

ようになったことから、ほとんどの市で独自の助

成制度を設けて、これまでどおり無料化の方向が

示されています。 

 東京都の中野区では、来年１０月から中学３年

生までの入院、通院に係る医療費の助成について、

自己負担額３割分を全額助成する方針も打ち出さ

れております。子育て家庭にとって急な出費とな

る子どもの医療費は大きな負担になると思われま

す。本市でもさらなる支援策を講ずるお考えはな

いのか、お尋ねいたします。 

 次は、教育問題について２点お伺いします。 

 初めの、真玉小学校附属幼稚園の３年保育導入

の問題につきましては、先程、川原議員の質問に

対し、早期の実現を検討していきたいとの教育長

からのご答弁でしたので、私からも、一日も早く

保護者のニーズに応えられるようお願いをしてお

きます。 

 ３年保育が導入されれば、当然園児の人数も増

えるわけですが、現在、登園の際の交通手段とし

ては、幼稚園専用のスクールバスではなくて、園

児は、真玉小学校の送迎バスを利用しています。

合併によりかなり広範囲から幼稚園に通う園児に

とって、小学校のスクールバスの利用だと、所に

よっては朝７時過ぎに乗車しなければならない園

児もいて、登園までに１時間以上もバスに乗ると

いう状況だと聞いております。その上、小学校の

児童が優先のため、行事等によっては園児はもと

より、バスを運行するにあたっての関係者は非常

に不便を強いられているということですが、今後

３年保育を導入していくについては、スクールバ

スの利用面でますます不便な状況も考えられます

が、幼稚園専用バスの運行計画も同時進行で進め

られているのでしょうか。保護者からの要望等に

ついて、どのようにお考えかお尋ねをいたします。 

 次は、いじめ問題についてです。 

昨年９月、北海道滝川市の小学校で女児がいじ

めを苦に自殺を図りました。当初、市教委は、「い

じめがあったとは考えていない」としていました

が、女児の遺書の内容が報道されると、事件から

１年以上経った、今年の１０月５日になって、遺

書の内容を踏まえ、いじめであると判断したと認

める供述をしております。 

 福岡県でも中学２年生の男子生徒が自殺。原因

は、やはり友人のいじめと、中学１年のときの担

任による言葉の暴力でした。子どもを守るべき立

場の教師が、しかももっとも信頼すべきクラス担

任がいじめに関わっていたなど、以前も何度か問

題になりましたが、全くもって信じがたい事件で

す。 

その後も大阪、岐阜と、連日各地で連鎖反応の

ように、いたいけない児童生徒のいじめによる自

殺が繰り返し続いております。いじめの問題につ

きましては、いじめられる側にも何らかの原因が

あるかのような意見も聞かれますが、決してそう

ではなく、いじめる側が１００パーセント悪いの

は、言うまでもありません。 

 過日の新聞報道によれば、県下の公立校でのい

じめは３，４４６件あり、約４割は継続中だとか、

従来の文科省の調査によると、県内では１９０件

との報告です。一体どのような調査をしていたの

か、疑問でなりません。 

そこで、何点かお伺いいたします。 

 １つは、いじめる側の教育についてですが、教

育再生会議の議論の中では、大切な１人の命を奪

うほどの卑劣極まりないいじめについては、いじ

めた側に対し、学校への出席停止等も視野に入れ

た議論もなされたようですが、根本の解決方法は、

いまだ見出せない状況です。 

 幸い、豊後高田市では、今のところいじめによ

る自殺等の事件は起きていませんが、いじめた側

の指導について、どのような対応をされているの

でしょうか。 

 ２つ目は、一般で言われているような事実を隠

蔽するようなことはないと思いますが、学校がい

じめを把握した場合、また、保護者からの訴えが

あった場合の対応については、どのようにしてい

るのでしょうか。 

 ３つ目は、スクールカウンセラーの活用につい

て、どのような取り組みをされているのでしょう

か。事業効果等について、具体的事例があればお

聞かせください。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 明石議員の、教育問題
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についてのご質問にお答えいたします。 

 まず初めに、専用通園バスの運行についてでご

ざいますけれども、現在、真玉小学校附属幼稚園

に通園する園児については、真玉小学校の児童が

乗るスクールバスと同じバスで通園しています。 

１０月１９日、保護者の方々から幼稚園バスに

関する要望書が提出されました。教育委員会とい

たしましては、バスに乗車し、実態把握を行い、

検討するとともに、ＰＴＡの方々と協議を重ねて

まいりました。来年度に向け、さらに関係者と協

議を行い、園児になるべく負担がかからないよう

な方策も検討していきたいと考えています。 

 幼稚園教育は、これからの人間形成の基盤をな

すものであり、教育委員会といたしましても、精

一杯の努力をいたしたいというように考えておる

ところでございます。 

 次に、いじめ問題についてお答えいたします。 

 先程、川原議員にご答弁申し上げましたとおり、

本市におきましても、いじめの実態があり、その

解決に向け、各学校とも真摯に取り組んでいると

ころであります。 

 これらのいじめに対して、各学校では、被害児

からの訴えや子どもの様子、面談やアンケートか

ら、いじめの実態をつかみ、そして、事実確認を

行い、いじめの卑劣さ、いじめられているものの

思い等を加害者に聞かせ、指導を行ってきました。 

また、被害者については、じっくり悩みを聞き、

いつでも相談にきてほしい旨を伝えるとともに、

いじめを学級全体の問題と捉え、いじめのない学

級づくりに取り組んできたところであります。 

また、マスコミ等で、当初、いじめの実態はな

かった、知らなかったと発言し、その後いじめが

あったと発言を覆すシーンや報道を目にしますが、

確かに、今のいじめは陰湿で、周りに特に教師や

保護者にわかりにくい構造となっており、学校側

もいじめの発見は難しいところもあります。 

本市におきましては、毎月開催される校長会で

教育相談員から配付される資料をもとに、各学校

で研修を行っています。さらに子どもの訴えに耳

を傾け、些細な変化も見落とさない指導の徹底を

図っており、指導体制の万全を期してきました。 

いじめ等を発見または相談を受けた場合は、教

師１人で解決しようとせず、校長や生徒指導主任

を中心とした組織を立ち上げ、全員でその解決に

当たる態勢を取っています。そして、知りえた情

報は、皆で共有し、該当の保護者にも事実を伝え、

共に解決していくようにしています。 

また、教師の言動がいじめに発展したという報

道もありましたが、教師自身の言動にも充分注意

を払い、教育公務員としての自覚と責任を果たす

べく、職務を遂行するよう徹底を図ってきたとこ

ろであります。 

いじめの定義は、自分より弱い者に対して一方

的に、身体的、心理的な攻撃を継続的に加え、相

手が深刻な苦痛を感じているとなっていますが、

この定義に拘らず、相手がいじめられたと感じれ

ば、それはいじめだという認識に立ち、どの学校、

学級にも起こり得るという共通理解の下、生徒指

導を行っているところでございます。 

さらに、生徒指導の一環として、本市では、高

田中学校、真玉中学校、香々地中学校にスクール

カウンセラーが配置されており、他の中学校には、

月に１回、中津教育事務所に所属する教育相談員

の巡回相談を実施しています。昼休みや放課後、

スクールカウンセラーのもとへ生徒が相談に来て、

「私が聞くだけでしたが、すっきりした顔で出て

いきました。」といった報告も聞いており、思春

期を迎えた子どもたちには、とても重要な存在と

考えています。 

また、道徳や総合的な学習の時間にスクールカ

ウンセラーが外部講師として入り、心にしみ入る

話をされたとの報告も受けています。 

いじめ防止には、常日頃から児童生徒の人間関

係や生活の様子を把握することが大切と言われて

います。今後とも、学校、保護者、さらに地域が

一体となった指導体制を構築していく所存であり

ますので、ご理解賜りますようお願い申し上げま

す。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 子育て・健康推進課長安

東良介君。 

〇子育て・健康推進課長（安東良介君） 明石議

員の、子育て支援についてお答えいたします。 

 本市では、子育て支援は、重要な施策として位

置づけ、常日頃より各種事業の推進に鋭意努めて

いるところでございます。乳幼児医療費制度につ

きましては、先の定例会でご答弁してまいりまし

たように、大分県の制度改正に伴い導入した制度

であり、新たに一部負担が生じるものの、全体的

には、補助を受ける対象者の拡大が図られ、改正

前よりさらに子育てをされている家庭の経済的支

援につながるものであると理解しております。 

本制度は、大分県が新たな子育て推進策として

改正した、全国的にも先進的な制度であり、本市

といたしましては、検討の結果、大分県の要綱に

沿った形での制度改正を行ったものでございます。 

 議員ご指摘のとおり、他市の動向等、環境の変

化はございますが、改正後の乳幼児医療費助成制

度は、１０月に施行したばかりの制度であり、今

後対象者に対してどのような助成効果があるのか

など、充分見極めながら事業の推移を見守ってま

いりたいと存じます。今後ともご理解を賜ります

ようお願い申し上げます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １０番明石光子君。 

〇１０番（明石光子君） それでは、再質問をい
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たします。 

 いじめ問題については、ますます複雑かつ陰湿

化していく傾向も否めません。文科省も根本的な

解決策に苦慮しているといった状況です。命の大

切さについては、道徳教育の基本として、本市教

育委員会も当然力を入れておられることは承知し

ておりますが、やはりこれからは、子どもたちが

成長していく過程で、あらゆる暴力から自分の身

を守る術を身につけさせることこそ最大の課題だ

と思います。 

 よって、私はＮＰＯ法人等が主催しているキャッ

プ（ＣＡＰ）プログラム、いわゆる子どもへの暴

力、防止、通称ＣＡＰプログラムの導入について、

教育委員会のお考えをお伺いいたします。 

 併せて、また県下で導入している学校があれば

参考までにお聞かせいただきたいと思います。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 教育庁学校教育指導室長

早田義司郎君。 

〇学校教育指導室長（早田義司郎君） 明石議員

の再質問にお答えいたします。 

 議員ご指摘の、ＣＡＰプログラムの導入につい

てでございますが、ＣＡＰプログラムは、子ども

たち自身が人権意識をしっかり持ち、暴力から自

分の身を守るための知識や技能を持つことを狙っ

たものであります。 

 本市内の小中学校では、ＣＡＰプログラムを実

施したことはありませんが、県下の学校では、別

府市、それから宇佐市等の学校で実施していると

聞いております。 

このＣＡＰプログラムは、子どもワークショッ

プ、参加型学習といいますが、それと、大人及び

教職員を対象としたワークショップがあり、子ど

ものワークショップを実施する場合は、大人及び

教職員のワークショップを前に実施しなければな

りません。また、この実施には経費も必要となっ

てきます。 

本市の学校では、警察や関係機関等のご協力を

いただき、不審者対策を含めた防犯教室や安全教

室、さらに、道徳や総合的な学習の時間を利用し

ての人権学習等を行い、自分を大切に、そして他

人を大切にする学習を行っています。また、本年

度は、地域ぐるみの学校安全体制整備推進モデル

事業の指定も受け、小学生に副読本「チャオ私た

ちの安全」を配布し、学習を進める予定でもあり

ます。 

 議員ご提案の、ＣＡＰプログラムを指導方法の

一つと考えておりまして、各幼・小・中学校へ紹

介するとともに、児童生徒の人権や安全を守る取

り組みをさらに進めてまいる所存でございます。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） １０番明石光子君。 

〇１０番（明石光子君） ＣＡＰプログラムにつ

いては、私も調査をしておりますけども、全国的

には、かなり今こういったいじめの問題等が発生

しているなかで、進んでいるというふうに認識を

しております。特に、予算面でかなりな予算が必

要ということもありますけども、これは茨城県で

したか、ＰＴＡの事業で行っているとこもありま

す。非常にこれは効果を上げているということも

ありますし、また、県の事業で、ご近所の底力再

生事業助成金といった事業を利用しながらやって

る学校もあるようでございます。 

 また、岡山県では、県がエンパワーメント事業

として予算付けをしてるといった状況もあります

ので、今後、当市におきましても、他市、他県の

状況を調べていただき、効果のあるものであれば、

できれば導入をしていただき、子どもたちの道徳

教育に力を入れていただけたらと思っております。 

以上で終わります。 

〇議長（菅 健雄君） ２番安達 隆君。 

〇２番（安達 隆君） ２番議席の安達でござい

ます。一般質問を行います。 

 内容は、自治会の脆弱化とそれに関わる個別募

金の減少化についてであります。 

 現在、市内には、アパート、マンション等が建

ち並び若い世代の入居が進んでいます。そういっ

た中で、価値観の変化、多様化が進み、１ヶ月４

００～５００円程度の自治会費を納めなくても、

市報、その他の配布を読まなくてもやっていける

という人たちが増えつつあります。もちろんこの

ことが自治会への加入率の低下を招き、さらに、

個人情報の守秘義務の徹底化により、隣りには誰

が住んでいるのかわからないといった現状があり

ます。自治会自体には強制力はなく、困っている

状況です。 

市当局も、自治会の充実の中に行政の充実、前

進があるのだと認識し、自治会未加入者及び家主、

管理人に強く呼びかけるべきではありませんか。 

現在、豊後高田市では、緑の募金、社会福祉協

議会、日赤募金、赤い羽根募金、歳末助け合い募

金と、年に５回の募金事業を展開し、そのほとん

どを自治会頼りにしています。 

 多くの自治会は、会費の中から少なくない金額

を募金に充てているという状況です。 

 戦争が終わって６０年以上経過するなか、共同

募金にあっては、ＧＨＱの指導の下に、戦争孤児

を救おうと始まった募金であり、当時の戦争孤児

と言われる人たちは大体もう７０歳ぐらいになっ

ておるという状況であります。また、歳末助け合

い募金は、生活保護を受けている人を除く人たち

で、民生委員の人選による、年を越せない人への

援助金であります。 

自治会自体の脆弱化に伴い、善意の募金の仕組

み自体が曲がり角を迎えていると言わざるを得な

い状況にあります。私自身、募金行為を否定する
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ものではありませんが、募金の事業主、そして行

政は、時代に合った仕組み作りを考えるべきであ

り、考えるべき時期に来ているのではありません

か。 

 １回目の質問終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 

豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 安達議員の、

自治会加入についてお答えいたします。 

 議員におかれましては、平成３年より１６年間

にわたり、区長、自治委員として市政全般にわた

るご支援、ご協力いただき、また地域活動では自

治会活動の中心となり、ご尽力いただいてること

に対しまして、感謝申し上げる次第でございます。 

 ご質問の、自治会への加入についてでございま

すが、自治会は、地域におけるコミュニティの核

として、住民同士の連帯感を高める各種活動、災

害時における相互協力など、明るく住みよい地域

づくりの実現に向け積極的に取り組んでいただい

ており、市といたしましても、大変重要な組織で

あると認識しているとこでございます。 

 ご質問にありましたように、近年、アパート、

マンション等への入居者の増加、また、それに加

えまして、社会的価値観の変化、多様化等により

まして、自治会への加入率の低下が憂慮されてい

るとこでございます。 

 このようなことから、市民課窓口におきまして、

転入、転出、転居の届出の受付の際に、住居の該

当自治会名、自治委員の氏名及び連絡先を記入い

たしました連絡表をお渡しし、自治委員へ異動し

た旨の報告をするようお願いし、自治会への加入

を勧めているところでございます。 

 また、毎月１日に自治委員に依頼しています配

布文書の中に、前月までに異動があった自治会に

つきましては、異動報告書を同封し、その状況を

報告しているとこでございます。 

 なお、先月には、市民課におきまして、家主や

仲介業者にも、このような状況から自治会への加

入の必要性を理解していただきますようお願いし

たとこでございます。 

 今後につきましても、アパート所有者や管理人

等との協議を行いながら、自治委員とも連携をい

たしまして、アパート等へ異動のときなど自治会

加入が図られるよう努力してまいりたいと思いま

すので、ご理解をお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 安達議員の、個

別募金についてお答えいたします。 

 議員ご質問の、各種募金事業につきましては、

自治委員の皆様のご理解とご協力がなければ、こ

れら事業推進は困難であり、改めて自治委員の皆

様、関係者の皆様に厚くお礼を申し上げます。 

 主な募金事業につきましては、まず、日本赤十

字事業がございます。赤十字の精神は、人類愛の

心、我人とともにあり、という人類の連帯感から

出発しています。 

 この赤十字精神によって、国内的にも国際的に

も相互に理解を深め、助け合って、人間の命と健

康を守り、平和な社会を維持することにあります。 

日本赤十字社は、世界１８１ヶ国の赤十字社、赤

心月社と連携し、紛争による犠牲者や自然災害に

よる被災者の救援及び発展途上国等に対する復興

支援、開発協力を行っております。 

これら事業は、皆様からいただいております社

費、寄附金を財源として実施されております。 

 次に、赤い羽根共同募金事業や歳末助け合い事

業につきましては、区域内における地域福祉の推

進を図るため、皆様からいただいた寄附金を、区

域内において社会事業、更生保護事業、その他の

社会福祉を目的とする事業を経営するものに配分

することを目的としております。 

募金は、市民一人ひとりの善意と自治会奉仕者

の方々によるご尽力の賜物であります。昨今の社

会状況の変化により、この募金額が伸び悩んでい

る点につきましては、大変苦慮し、心痛めている

ところでございます。 

新たな募金方法としては、ダイレクトメールに

よる勧誘などが考えられていますが、自治会等に

よる戸別訪問方式が最も有効な手段と考えており

ます。 

 今後は、アパート所有者等と協議を行うととも

に、自治委員の皆様にはご迷惑をおかけしますが、

なにとぞご理解ご協力をいただきますようお願い

いたします。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ２番安達 隆君。 

〇２番（安達 隆君） 現在、今行った質問は、

自治会の脆弱化、そしてそれに伴う個別募金が減

少化しているといった内容ですが、現実に自治会

に入っていない人たちは、この５回の募金に参加

してないといった内容であります。自治会員の減

少は、すなわち個別募金の減少につながるわけで

ありまして、今後に向けた重要な問題であります。

さらに強力に、市当局は、総務課、福祉事務所を

中心に対応していっていただきたいと考えており

ます。 

 最後に、先般の６月議会で永松市長に要請しま

したところの市場の視察を、もう１２月が近づい

ております。野菜、果物、そして鮮魚の流通が激

しくなると。地域の流通の基幹である市内の市場

の視察をされるようお願い申し上げて質問終わり

ます。 

〇議長（菅 健雄君） ３２番堂園慶吾君。 

〇３２番（堂園慶吾君） ３２番堂園慶吾でござ

います。私は３点ほど質問をしたいと思います。 
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 まず１点目は、平成１９年度の予算編成につい

てでございます。 

２点目は、地方分権と法定外公共物についてで

ありますが、これについては、先に近藤議員より

一般質問をしておりまして、関係部分が同じよう

でございますので、この地方分権と法定外公共物

については、削除したいと思います。 

 ３点目は、市職員の飲酒運転についてお伺いを

いたします。 

 飲酒運転による痛ましい悲惨な事故が本年度大

変多くございまして、国家公務員あるいはまた地

方公務員が毎日のようにテレビ、新聞紙上に報道

されております。今年の夏休みには、一家５人の

乗ったＲＶ車が、市職員が大酒を飲んで橋の上で

ＲＶ車に追突をし、一家５人車ごと海に転落した

事故はまだ記憶に新しいと思います。尊い３人の

幼い兄弟が死亡し、全国的に大きなショックがご

ざいました。そのため、全国一斉の飲酒運転取り

締りを９月の１２から１８日、７日間、飲酒運転

による逮捕者が九州、山口、沖縄で４０名、酒気

帯び運転で検挙されたのが６４７人でした。この

ため、全国の県や市町村では、飲酒運転に向けて

の条例、規則、基準が作成され、独自に作成され、

飲酒運転撲滅のための指針を発表しております。 

 豊後高田市については、この点どのような基準

を作っているのか、作っていればお示しをいただ

きたいと思います。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 堂園議員の、飲酒運転に

ついてお答えいたします。 

 まず、飲酒運転に係る処分基準についてでござ

いますが、本市におきましては、福岡市における

事故報道の直後の８月２７日に、庁内ＬＡＮによ

り飲酒運転など公務員の信用を失墜するような行

為を決して行わないよう周知を図り、また９月１

日の定例課長会においても、懲戒処分基準を配付

し、全職員に供覧し再確認させることで意識統一

を図ったところでございます。しかしながら、９

月に入ってからも、他の自治体などによる飲酒運

転事故などの報道が続き、９月２０日には、大分

県が飲酒運転に係る懲戒基準を厳罰化する改正を

行いました。また、他県の自治体においても、こ

のような厳罰化の動きが見られるなど、大変大き

な社会問題となったところでございます。 

 このような状況を考慮いたしまして、本市とい

たしましても、県内他市に先駆けまして、１０月

１日に基準を改正いたしました。そして１０月２

日の定例課長会議におきまして、この基準改正の

趣旨と厳罰化をした内容について、各所属長が職

員に直接指導するよう指示したところでございま

す。 

 なお、１２月１日に定例課長会を開催し、年末

年始を迎え飲酒の機会が増えることが想定されま

すことから、この飲酒運転撲滅を含む綱紀粛正に

ついて、各所属長に周知徹底するよう指示したと

ころでございます。 

 今後につきましても、議員ご指摘の趣旨を理解

いたしまして、飲酒運転の撲滅を図り、市民の負

託に応えるよう職員に徹底してまいりたいと思っ

ております。 

その他のご質問に関しましては、担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いします。 

〇議長（菅 健雄君） ３２番堂園慶吾議員に確

認します。２番目の地方分権と法定外公共物につ

いては、削除と言われましたけど、１番について

も削除でいいんですか。平成１９年度の予算編成

については、何もあの…。 

〇３２番（堂園慶吾君） それだけ、２番の公共

法定外公共物は、削除するということです。 

〇議長（菅 健雄君） １番については、１回目

の質問で言ってませんが。 

〇３２番（堂園慶吾君） １点目はその質問する

んじゃ。２点目については、 

〇議長（菅 健雄君） いや、いま、１回目の質

問の中に、２番の削除だけの通告があって、１点

目については、質問がありませんから、いま確認

しておるところです。 

〇３２番（堂園慶吾君） いやいや、その１番目

は、言わんじゃったかい。 

〇議長（菅 健雄君） じゃあ、言うたというこ

とでいいですか。 

〇３２番（堂園慶吾君） いえいえ、財政のこと

を言わんじゃったかい。 

〇議長（菅 健雄君） そいじゃあの…。 

〇３２番（堂園慶吾君） もう一度言いましょう。 

 １点目の質問はですね、平成１９年度の予算の

概要、要求基準について質問します。 

まず、１９年度予算については、すでにご承知

のとおり、毎日のように新聞紙上に取り上げられ

ているように、国の経済財政運営における基本方

針の中を見ますと、歳出全般にわたって徹底した

見直しを行い、歳出の抑制、つまり削減という財

政の効率的な運営ということで、公共事業の削減

や国庫補助の負担金の見直しなど、地方財政に及

ぼすような構造的改革を基本とした取り組みをし

ようとしている。私ども建設業を営む者として、

平成１９年度予算について、国より地方自治体に

対し、どのような通達がなされているのか。 

来年度予算編成にあたって、国と地方を通じ地

方自治体とのプライマリーバランス、すなわち国

と地方の関係などどのように考えているのか。ま

た、本市の現況はどのような流れになっているの

か、お伺いをします。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 
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豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 堂園議員の、

飲酒運転についてのご質問で、厳罰化した基準の

内容と市長から指示を受けました各所属長におい

ての具体的な取り組みについてにお答えいたしま

す。 

 まず、改正により厳罰化した基準の内容につい

てでございますが、改正前の基準につきましては、

飲酒運転による人身事故は、免職、停職もしくは

減給処分を基本とし、また、飲酒運転による物損

や違反などは、免職、停職、減給もしくは戒告処

分を基本とするといったように、処分内容に幅の

ある基準でございましたが、改正後の基準につき

ましては、飲酒運転による人身事故は、免職処分

に、飲酒運転による物損や違反などは、免職又は

停職処分にするというように、改正前に比べ、減

給や戒告処分の余地のない基準といたしたところ

でございます。 

 次に、市長から指示を受けました、職員への説

明や職場での取組状況についてでございますが、

基準改正等の通知文と改正基準の趣旨につきまし

ては、市長の指示を受けまして、各所属長自らが

所属職員に対し充分に説明するとともに、いかに

して飲酒運転、その他の非行為を未然に防止でき

るかについて真剣に考え、意識統一を図るため、

創意工夫をし、管理監督の責を果たすよう努めて

きたところでございます。 

 具体的には、勤務時間終了後の飲酒運転撲滅を

議題といたしました会議の開催や、飲酒運転の撲

滅宣言書へ各職員が署名捺印することや、朝礼時

を利用いたしまして、各職員が飲酒運転撲滅のた

めに具体的に取組事例の発表など、各所属におい

て行って、飲酒運転の防止に努めているとこでご

ざいます。 

 以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 企画財政課長野村信隆君。 

〇企画財政課長（野村信隆君） 堂園議員の、平

成１９年度の予算編成についてお答えします。 

 議員ご質問の、国の予算は、概算要求基準の中

で、平成１９年度の公共事業関係費を３パーセン

トマイナスシーリングといたしております。これ

は国の基準でございまして、地方も必ずこのよう

にしなければならないということではございませ

ん。 

地方交付税をもらわない不交付団体など、自主

財源が多く、財源に余裕があるところは、独自な

予算編成を行っているとこでございます。 

 しかしながら、本市の場合、自主財源が乏しい

ため、歳入全体の４割を地方交付税に依存してお

ります。国庫補助金、負担金や地方譲与税など含

めますと、７割が依存財源でございます。この地

方交付税の総額といたしましては、国が毎年２月

に、地方交付税の規定に基づきまして、地方団体

の歳入歳出総額の見込みに関する書類として策定

する地方財政計画の中で示されております。 

 本市のように、地方交付税など大きく依存する

財政基盤の弱い団体にとっては、この地方財政対

策は切っても切れない大変重要な事項でございま

すので、国の施策によりまして財政運営の方向が

決まるといっても過言ではないと思っております。 

 このように、国の財政状況が大変厳しいため、

地方交付税は年々減らされており、本市の財政は

大変厳しい状況であります。しかしながら、先程、

市長から近藤今朝則議員にご答弁申し上げました

ように、行政の責務として住民福祉の増進のため、

又は地域の振興、それから安全、安心のための施

策など、市に必要な事業は取り組んでいかなけれ

ばならないと思ってますので、ご理解をいただき

たいと思います。 

〇議長（菅 健雄君） ３２番堂園慶吾君。 

〇３２番（堂園慶吾君） 再質問いたします。 

再質問を行います。飲酒運転のほうからでござ

いますが、先程、市長さんよりそういう説明がご

ざいました。規則とかそういう基準について制定

されたということでありますが、制定をされた内

容については、市役所の中だけじゃなくて、一般

市民にもそういうことがあるなということを周知

する必要があるんじゃなかろうかと思っておりま

すが、この点についてお伺いします。 

それから、１９年度の予算については、苦しい

ながらも厳しい状況であり、地方への歳出の削減

につきましては、本市の平成１９年度予算につい

ても、市民の視点に立って、その理解、納得が得

られるような削減の取り組みが大事であろうかと

思います。現在、豊後高田市に所有する公共財産、

つまり、土地、建物等の不必要なものについて、

処分したらどうかといった質問を昨年いたしまし

たが、その後の進捗状況はどうなっているのか、

それも併せてお願いをしたいと思います。 

〇議長（菅 健雄君） 堂園議員に申し上げます。

今の２番、２項の件は取り下げたんではないんで

すか。 

〇３２番（堂園慶吾君） いやいや、それは一般

公共の法定外公共物じゃ。これは予算関係で、そ

ういう不必要な財産があれば、それも処分して、

いくばくかの予算につながるんじゃなかろうかな

と、私はそのように思っております。したがいま

して、そのものの処分についてどうなっているの

か、併せてお願いをいたします。 

以上です。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 

豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 堂園議員の

再質問で、飲酒運転についての規則の等の市民へ

の周知の関係でございますけども、この基準につ

きましては、もう議員もご承知のように、職員に
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対する基準でございまして、こういう場で皆さん

にもご紹介してますように、市民への公開という、

周知ということにはならないんじゃないかと思い

ますので、ご理解をいただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 企画財政課長野村信隆君。 

〇企画財政課長（野村信隆君） 再質問にお答え

します。 

 先程もご答弁申しましたように、厳しい財政状

況でございますが、産業振興、それから地域振興、

それから市民の安全、安心のための市に必要な事

業につきましては、実施していく方針でございま

す。 

 次に、集中改革プランにおける歳入確保策でご

ざいますが、遊休財産の購買による目標を約６０

０万円と定めて取り組みを強化しているところで

ございます。その進捗状況でございますけど、す

でに住宅用地として長年にわたり貸付けを行って

きたところを中心に、昨年度から売却を進めた結

果、本年度上半期までに目標額以上を達成したと

ころでございます。さらに、本年度下半期におき

ましても、更地や空き地などを中心に、購買の準

備を進めているとこでございます。なお、売却す

る物件につきましては、場所的な問題や形状、そ

れから建物の老朽化などにより、そのまま処分で

きるようなものは少ないのが現状でございますが、

今後とも可能な限り取り組んでまいりますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ３２番堂園慶吾君。 

〇３２番（堂園慶吾君） 予算について詳しくわ

かりました。それと飲酒運転についても、そうい

うことであれば、いわゆるこの場で規定ができた

ということで、我々も安心をしているというか、

よかったんじゃなかろうかなと、このように思っ

ております。事故のない町にすることが大事じゃ

なかろうかと思っております。 

最後に、今後とも財産問題についても一生懸命

頑張って、その成果を上げるように、お願いを申

し上げて、一般質問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

 ３９番木村修一君。 

〇３９番（木村修一君） 通告に基づき、一般質

問をさせていただきます。３９番議席の木村であ

ります。私は２点についてお尋ねいたします。川

原議員との一般質問通告で重複している点があり

ましたが、議員の自主的な取り下げにいただきま

して、私が質問させていただきます。 

 まず、１点目、新型交付税改革で、市財政への

影響はどの程度あるのでしょうか。また、１９年

度以降の財政移行の説明をお願いいたします。 

 国は、地方交付税改革で、財政力の弱い自治体

に不利なような見直し、新型交付税を人口規模、

土地利用形態、面積を基準として配分額を決める

とありますが、小規模自治体はますます財政運営

が厳しくなるのではないでしょうか。交付税は、

自治体間の財源の不均衡を調整し、どの地域の住

民にも一定のサービスが提供できるように、財政

を補償するもので、地方税の不足する自治体に配

分され、市町村自治体の一番の依存財源が削減、

減額され、歳入不足を発生した場合、市行政改革

大綱、総合計画基本構想基本計画の、今後、また

増額されていくであろう、医療費等の義務的経費

の説明をお願いいたします。 

 質問２点目、去る８月２７日、日曜日、紀伊半

島と四国沖を震源とする東南海・南海地震が同時

に発生、豊後水道と瀬戸内海沿岸に対して津波警

報が発生との想定で、地震、津波被害の防災訓練

がありました。私も参加をさせていただきました。

市内に津波被害予想地区があります。対象地区３

３箇所、市指定避難場所９箇所、また、地域には

一時避難所があります。避難はしたけれど、誘導

者も避難者も、避難場所に標高、海抜がわからな

いようでは、まったく心無い感じます。そのため

避難場所を、「市指定避難場所、海抜何メーター」

と書いた標識、標柱を立てる必要があるかと感じ

ました。市長さんのご検討をお願いいたします。 

終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 木村議員の、国の交付税

改革等による市財政についてのご質問にお答えい

たします。 

新型交付税により、市の財政がどうなるかとい

うことを今予測するのは非常に困難でございます

けれども、今後、国が申し上げています、いろい

ろお話しいたしておりますように、どうしても交

付税の算定基礎が人口と面積ということでやって

いくということは、これは間違いないものだと思っ

ております。まして、その中で、今まではいろん

な付帯事項、過疎そしてまた離島、その他、私ど

もの中央から離れた農村部における有利な条件を

少しずつ外されることは間違いないのではないか

と思っております。そして、また、それと同時に、

戦後最悪といわれる国の財政難の中で、地方交付

税そのものが抑制をするということになろうかと

思います。最近の新聞すべてがそうだと思ってお

ります。 

また、先般の内閣府が経済財政諮問会議に提出

した試算資料では、地方交付税等は、平成２３年

までに３割近くも減少するとしており、あまりに

も急激な減少に危惧しているところでございます。 

全国的に平成１７年度の決算ベースでみますと、

市町村が自由に使えるお金であります一般財源等

の収入のうちで、自主財源である市税がほとんど

のところで６割を占めており、依存財源である地
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方交付税は３割を切っております。 

しかしながら、過疎地域である本市では、自主

財源である市税は僅か２割で、依存財源である地

方交付税が７割を占めており、残りの１割も国県

から地方譲与税と交付金をいただくということで

ございます。 

これを、先程言いましたように、全国一律に地

方交付税を削減すると、それと同時に面積、人口

案分といたしますと、大分県の市の中で、津久見

市を除いては豊後高田が人口も最後であります。

一番人口が少ない。そしてまた面積も、津久見を

除けば、ちょうど、まあ別府市が私どもよりは少

ないということはありますけども、別府市の次だ

ということになります。そういう面では、非常に

この交付税を削減ということは、非常に大きな財

政（聞き取れず）になるということでございます。 

ご承知のように、平成１６年におきましては、

この地方交付税が国の三位一体改革などによりま

して大幅に減少いたしました。本市の場合は、前

年度に対し、マイナス８．４パーセント、額にし

て５億４，０００万減少いたしました。このよう

な極端な財政状況の悪化が過去に例がなく、その

結果として、経常収支比率が１市２町を合成しま

すと１００パーセントを超えたわけでございます。

そういうことで、基金の取り崩しを行うなど、市

の財政は極めて危機な状況に至ったわけでござい

ます。 

ところが、一時的ではございますが、平成１７

年度は市町村合併による地方交付税の加算措置

等がされました。そういうことで、交付税の増に

より歳入が増えましたし、また、それと同時に、

皆さん方にもお願いし、事務組織機構の統廃合で

歳出を削減をいたしました。そうしますと、経常

収支比率は現在９０．０と、平成１５年の水準に

戻っております。しかしながら、これは本市の財

政基盤が、地方交付税を始めとする国の地方財政

対策に大きく依存しているということで、すぐま

た三位一体改革が始まった、国と地方一体的な財

政健全化の取り組みの速度によっては大きく揺れ

動きますので、またこれが１００に近くなるとい

うことは、もう早晩わかるわけでございます。そ

ういう面で、この交付税の削減の速度によって、

私ども大きく揺れるという、このような急激な経

常収支の変化というものは、努力以上に交付税の

動きによってなっていくという、そういうような

非常に脆弱なる財政規模でございます。 

例えば、先日、自治委員会連合会の役員の皆さ

ん方がご訪問しました日出町と比較をしてみます

と、平成１７年度の決算状況を比較しますと、豊

後高田市は人口２万５，０００で、税収が１８億、

地方交付税が６４億であるのに対しまして、日出

町は人口２万７，０００で、税収が２９億、地方

交付税はたったの１９億となっております。地方

交付税についてみれば、本市には、市町村合併の

特例措置により、日出町より４５億も多く交付さ

れております。これにより歳入歳出の合計も、日

出町は全体で７６億です。それに対しまして、本

市は１４８億と、約２倍の予算規模になっていま

す。これは、自治会の連合会の役員さんが行って、

まさに見た状態であろうと思います。まあ、しか

しながら、今、本市の財政を支えております地方

交付税が、このままいくはずはありません。地方

交付税の確実に減少する方向に動いていることも

事実であります。将来的に、例示した日出町と同

じ財政規模で行政を運営していかなきゃならんと

こはくるだろうと思っています。 

 次に、今後の財政見通しにつきましては、全国

的には、景気回復による税収の増加が期待される

ようでございますけども、自主財源に乏しい本市

のような過疎団体は、財政の見通しを立てるにあ

たっては、地方交付税制度を抜きにしてはあり得

ないわけであります。そういう面で、地方交付税

削減の大きな流れの中で、削減をいかに最小限に

とどめるか、そしてまたそれを実施していくにし

ても、緩やかな段階的にもなるように、関係機関

に要望を続ける必要はあろうと思っております。 

 また、実質公債比率についてでございますが、

本年度から着手しております、ケーブルテレビ施

設整備事業、学校給食センター建設事業、及びこ

れからやります火葬場建設事業等に係る起債は、

通年ベースの約２倍の２０億程度には達する見込

みでございます。今後５年間程度、公債費が引き

続き高い水準で推移し、実質公債比率も地方債の

発行にあたって、県知事の許可の必要となる１８

パーセントに近い水準になるものと思われます。 

このような状況の中で、将来に向かって効率的

な行政運営をするためには、先程も申しました、

集中改革プランを着実に実施するという、そうい

うことがまず第１であります。そういうことによっ

て、歳出全般の合理化と、そしてまた財源配分の

重点を図ることによって、歳入の面では企業誘致

等をさらに推進して、やはり税収を伸ばさねばな

らない。そして、自主性、自立性の高い財政運営

の確保が必要であろうと思います。今後こういう

面におきまして、税収を増やすとともに、これか

ら行革をし、この削減をしながら、行革が終わっ

た段階で、随分やっていけるんではないかと。そ

ういう面では、今年が、来年、平成１７年から１

７、１８、１９年がちょうど真ん中であります。

２０、２１年、これを過ぎればなんとかいけます

けれども、ただやはり税収をどういうふうにして

増やしていくか。まあ約束としては、合併をすれ

ば１０年間はという話がありますから、日出町の

ほどはまだまだないんではないか。そういうよう

なことはありますけれども、やはり日出町の人た

ちはそれで許すかどうかということもありましょ
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うし、やはり地方交付税が徐々に減っていくとい

うことは、やはり考えておかなきゃならんだろう

と、そう思ってる次第でございます。 

その他ご質問に関しましては、担当課長に答弁

させますので、よろしくお願いします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 市参事兼総務課長鴛海 

豊君。 

〇市参事兼総務課長（鴛海 豊君） 災害時の避

難場所についてお答えいたします。 

近年、多発しております、地震や風水害などの

自然災害による被害を最小限に食い止めるために、

市といたしましても、万全の対策が講じられるよ

う、日ごろからの備えとして、各種取り組みを推

進しているところでございます。とりわけ本年度

におきましては、議員のご質問の中にもございま

したように、東南海・南海地震における津波被害

対策といたしまして、大分県総合防災訓練を市内

沿岸地域の多くの住民の皆さんの参加をいただき

まして、実施いたしたとこでございます。 

また、真玉、香々地地区の防災対策といたしま

して、大雨時等における浸水常襲箇所であります

浜下、臼野浜、叶渕、松原地区の計４箇所に防災

用ライブカメラを設置し、災害時等における現地

状況を市各庁舎と県豊後高田土木事務所において、

リアルタイムで確認できるシステムを構築いたし

たところでございます。そのほか、災害時におけ

る一般通信等が使用できない場合における通信手

段の確保のために、衛星携帯電話を各庁舎に配置

をいたしました。また、今年度から新たな市単独

事業としての助成制度を活用した、地域防災訓練

等を自主防災組織とともに開催し、地域住民の防

災意識の高揚と防災対策の向上に努めているとこ

ろでもございます。 

ご質問の、市指定避難場所に、標高、海抜を示

す標識の設置につきましては、ご承知のとおり、

市内には、市指定避難所が３７箇所、市指定避難

場所が３５箇所、計７２箇所ございまして、住民

の皆さんに対する周知につきましては、市のホー

ムページでお知らせするとともに、９月の台風シー

ズンを前に、各自治委員を通じて全戸に一覧表を

配布するなど、周知に努めているところでござい

ます。 

今後につきましては、市民が避難所、避難場所

を確認するための標示板等の設置について、総合

的に検討をいたしますとともに、津波の対象とな

ります沿岸地区の避難所、避難場所につきまして

は、標高、海抜を記載した標柱を議員ご質問のと

おり、設置をいたしたいと思います。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ３９番木村修一君。 

〇３９番（木村修一君） １７年度歳入歳出決算

審査を見ますと、監査の結果、財政構造の弾力性

を示す経常収支比率は、変動はありますが、前年

度の１０１．２パーセントから１１．２ポイント

低くなり、９０．０パーセントとなっていること

に、市長さんを始め、市職員の方々の相当なる努

力の結果だと思っております。財政改革で無駄を

なくすのは結構でございますが、やりすぎると地

域の活性化をなくすようになる点があろうかと思

いますので、ご配慮のほどをお願いして、私の質

問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） ５番の岡部心介です。通

告に基づきまして、一般質問を行います。 

まず、１点目は、農業振興についてであります。 

水稲は、近年、異常気象が原因と思われる、４

年連続の不作となり、今年は特に品質、収量とも

に低下をし、改良普及所の予測も超えるような、

過去に例がないような被害状況で、県下の作況指

数は７０台にまで落ち込みました。また、収量の

見込み違いから、被害を補償する農業共済の申請

をせずに、支払いを受けられない農家が約７割に

上るともいわれております。 

１２月市報にも掲載されましたが、県は平成１

８年近代化資金水稲被害対策支援資金制度を設

け、市町村長の災害証明を受けた農業者を対象に、

個人で２００万円、法人で１，０００万円を上限

とする被害状況に応じた低利の融資制度を設けま

した。しかし、これには付帯条件がありまして、

農業総収益が２００万円以上か、あるいは総収入

の２分の１以上を農業収入が占めることなどがあ

り、この条件に達しない多くの小規模農家は該当

しないかと思われます。しかし、近年の不作によ

る痛手は、小規模農家にとりましても同様で、今

後もこういう事態が続けば、さらに生産意欲の減

退にもつながり兼ねません。これら小規模農家へ

も低利の融資制度などを市独自の支援は考えられ

ないか、お尋ねをします。 

また、県は、気象変動や高温障害に強い稲の品

種改良に取り組んでいると報じられていますが、

この実現の見通しについても伺いたいと思います。 

次に、地域振興についてお尋ねをします。 

合併後、従来の自治会活動への助成金が大幅に

削減されるなか、いま、新たに自治会の再編統合

が進められようとしておりますが、地域住民の交

流や環境美化など、様々な自治会活動に伴う、人

身事故等、様々なアクシデントの備えとして、市

の保険制度の現状はどうなっておりますか。すで

に設けられているなら、制度について説明を、設

けられていないなら、その制度の必要性をどのよ

うに考えておられるか、お尋ねをいたします。 

通告の観光振興については、先程、近藤議員か

らの答弁で理解をいたしました。今後の観光振興

の計画の推移を見守らせていただくこととして、
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了とさせていただきます。 

次の、乗合タクシー制度についても、先程答弁

がありました。真玉の地域振興会議でも負担増や

不便さなど様々な意見が出されておりますが、こ

の会議に出られなかった多くの方にも、利用者の

方にはいろんな意見があろうかと思います。今後、

利用者全体の意見集約をどのように図り、改善策

を講じるか、今後の対応について伺いたいと思い

ます。 

また、乗合タクシー路線のない、山間地の乗合

タクシー空白地域の交通弱者対策については、今

後どのようにお考えか伺いたいと思います。 

５点目の真玉幼稚園の３歳児保育の問題につき

ましては、これも先程から明石議員並びに川原議

員からございました。私からも早期実現を切に要

望するものでございますが、先程申されました、

定員枠というふうな条件につきましては、ぜひと

もＰＴＡとの充分な協議、検討をすべきと考えま

すが、いかがでしょうか。その点をお尋ねします。 

また、幼稚園の専用通園バスの問題についても、

先程、明石議員からの質問に対して答弁がござい

ました。私も、実態を、試乗したり、あるいは調

べたＰＴＡの保護者にお尋ねしたところ、やはり

小学校の行事などの都合で、特に香々地方面の園

児は帰宅するバスの、帰着ですね、帰りのバス、

降園の帰着する時間が学校の行事などで変則的に

変わったり、あるいは園児によって、毎日のその

帰着時間が夕方６時近くにもなってるというふう

にも聞きまして、幼い子どもたちにとっては大変

過酷ですと話されておりました。さらに、早期に

実現を取り組まれるという３歳児保育が導入され

た場合、さらに幼い子どもがこのバスを利用する

ことになりますが、今のままの制度で果たして対

応できるのか、保護者の方は大変心配をされてお

ります。負担のかからない方策をとられると先程

教育長さんからご答弁ありましたが、この負担の

かからない方策ということについても、ぜひとも

ＰＴＡ保護者の方々と充分なご協議をいただきた

いと思いますが、その点についてお尋ねをいたし

ます。 

それから、６点目のいじめの問題につきまして

の状況と対策につきましても、明石議員から質問

があり、理解のできるご答弁ありましたので、こ

れも取り下げをいたします。 

次に、７点目の学校選択制について伺います。

先日、『ＮＨＫクローズアップ現在』で、東京品

川区の学校選択制の問題が大きく取り上げられま

した。品川区では、小学校が２０００年から、中

学校が２００１年からこの制度を導入しておりま

すが、児童の一極集中化による学校間格差の拡大

と同時に、地域性の衰退が問題化している実態が

報じられ、コメンテーターの東大教授の佐藤 学

氏は、学校教育にまで市場化原理を持ち込むこと

を批判し、教育と地域のつながりこそ、教育の大

変重要なポイントであると強調をされておりまし

た。 

また、大分市では来年度から試験的に選択制を

運用する見通しですが、これまで住民説明会を開

催し、あるいは広く市民から意見を募集し、また

市議会にも説明をし、様々な角度から賛否両論が

起こっております。選択肢として、隣接する学校

区に限定した定員枠を設けるなど、大変慎重な対

応となっております。本市においては、昨年度、

これまで議会でも取り上げましたが、臼野小学校

では、７人の子どもが全員真玉小に入学し、新１

年生はゼロになるという異常事態が発生をしまし

た。品川区と同様、今後、同様の格差の拡大、地

域性の衰退が懸念をされます。大分市のように、

地域や定員枠の一定の制限を設けるお考えはない

か。そして、この選択制については、今一度原点

に立ち返り、制度のあり方について、学校、保護

者及び地域住民にアンケートを実施し、意識調査

をすべきではないでしょうか。意向についてお尋

ねをいたします。 

最後に、生活保護制度についてであります。 

生活保護受給者が、全国では１０４万にも達す

るといわれるなか、国から７０歳以上にこれまで

上乗せ支給されてきました老齢加算が、本市では

１万５，４３０円今年度から廃止をされ、１６歳

から１８歳までの母子家庭、母子加算が２万６０

円、来年度までに段階的に廃止されます。 

全国的に、この廃止に対しまして、受給者の生

活を大変圧迫していることが深刻な事態を招き、

いま社会問題となり、憲法で保障された基本的生

存権を奪うものだとして、裁判に訴える動きが全

国的に活発化しております。こんな状況の中、自

治体福祉がこのような生活保護対象者に対して無

関心でいいわけはありません。これらの加算廃止

による影響、実態の把握、あるいは対策は講じら

れているのか、お尋ねをしたいと思います。 

１回目の質問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 岡部議員の教育問題に

ついてのご質問にお答えいたします。 

まず最初の３歳児保育の導入と専用バスの件で

のご質問で、３歳児保育の件でＰＴＡの協議とい

うことがございましたけども、この人数について

の協議については、ＰＴＡのご要望のみをそのま

ま受け入れさせていただくということには、先程

川原議員に申し上げましたように、非常に難しい

面がございますので、ご理解いただきたいという

ように思っております。 

それから、通園バスの件でございますけれども、

これは、負担がかからないような方向で今後検討

をしていきたいというように考えておりますので、

ご理解いただきたいと思います。 
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それから、学校選択制の問題でございますけれ

ども、これにつきましても、本市の場合に、本年

度は小学校で１５名、中学校で、来年度の動く子

どもですけども、１名でありまして、そんなに多

くの異動というのはしておりません。そして、臼

野小学校の問題を先程ご指摘いただきましたけど

も、これは、それぞれ臼野小学校の校長ほか教職

員の努力もありまして、徐々に人数については定

着の方向を辿っておりますし、どうしてもその生

活の都合、あるいは保護者の都合、あるいはまた

スポーツ少年団の都合等で行くというようなお子

さんがいた場合には、それのほうが、本人にとっ

ては、今後学校生活の中でも有益になるんではな

いかというように考えておりますので、ご理解い

ただきたいというふうに思っております。 

定員枠、あるいはまた、この制度のあり方につ

いての意識調査等につきましては、今年第１回の

定例会で議員にご答弁申し上げましたとおりでご

ざいますので、ご理解をいただきたいというよう

に思っております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 農林振興課長北崎順一君。 

〇農林振興課長（北崎順一君） 岡部議員の農業

振興についてお答えをいたします。 

まず、県の支援制度の条件に達しない小規模農

家等への低利融資など、市独自の支援制度の設置

についてお答えをします。 

本市における平成１８年産水稲の状況は、夏季

の日照不足等の天候不順、台風１３号等により作

況指数が７２となり、過去最低の不作となりまし

た。救済措置といたしましては、市長が提案理由

の中で、米の被害状況について申し上げましたと

おり、農業共済制度と品質低下に対応するための

損害特例措置があります。この措置は規格外の米

の等級を３等米に格上げする特例措置でありまし

て、市長自らが大分県農業共済組合連合会に出向

き、国への働きかけをお願いしたところでありま

す。 

さらに、被害農家の救済措置といたしまして、

市、県、金融機関が利子を負担する、低利の水稲

被害対策資金を制定しました。また、過去に各種

制度資金等の融資を受け、今年度支払いが困難な

被災農家に対しましては、償還延長の手続きを受

けることができる旨の通知を行ったところであり

ます。 

次に、気象災害に強い品種改良の見通しについ

てお答えをします。 

本市のヒノヒカリの作付けは、水稲作付面積割

合の９２．１パーセントを占める水稲の主力品種

となっています。これは、ヒノヒカリの安定した

食味とブランド力による販売面の有利さが影響し

ているためであります。しかし、１品種の作型が

集中することにより、気象災害に左右されやすい

状況となっておりました。このような現状を踏ま

え、１品種集中の危険分散のため、大分県におい

ては、本年度、高温に強いニコマル、収穫期が遅

いアキマサリやアキサヤカを県内６箇所の実験ほ

場に植え、収量や品質、食味を精査し、今後、遅

くとも平成２０年産の作付けから奨励したいとの

考えを示しています。また、技術面においては，

ヒノヒカリの高温障害を避ける細植えの徹底や、

気象変動に対応できるきめ細やかな営農情報を提

供する体制を整備しなければならないと考えてい

るところであります。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 企画財政課長野村信隆君。 

〇企画財政課長（野村信隆君） 岡部議員の地域

振興についてお答えいたします。 

 本市の自治会活動に伴う人身事故等に対する補

償につきましては、豊後高田市市民総合災害補償

規則に基づき対応をしているところでございます。 

まず、この補償制度の仕組みでございますが、

市が全国市長会の市民総合賠償補償保険に毎年

１年契約で加入することによって運営しておりま

す。なお、保険の掛け金につきましては、住民基

本台帳人口に基づき、全額市が支出しているとこ

ろでございます。 

次に、補償の対象となる行事等でございますが、

市が主催するスポーツ、文化活動等の社会教育活

動、社会福祉やボランティア活動など、参加中の

方が万一事故に遭われた場合、被災者の方へ補償

金を給付するというものでございます。また、自

治会の自主的な活動として、市の公の施設を清掃

中の方が、川沿いに設置してあった防護柵の欠落

部分から落下し負傷した場合や、草刈機の操作誤

りにより負傷した場合なども補償の対象となると

ころでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中

嶋栄治君。 

〇プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 乗合タ

クシー制度についてお答えをいたします。 

利用者全体の意見集約と今後の対応についてで

ありますが、市民乗合タクシーにつきましては、

１０月２日から試験運行を行い、１１月末までに

延べ２，９７５名の方の利用がなされております。

現在、私どもや運行事業者に直接ご意見をいただ

いたり、また、市内で開催いたしました地域振興

会議におきましても、ご意見をいただいたところ

でございます。これまで寄せられました主な意見

といたしましては、午後の便の追加に対する要望、

路線の変更や料金に関するものでございます。本

運行の移行に際しましては、市民の方々の意見や

試験運行期間中の乗降データーを踏まえ検討して

まいりますが、路線経路や料金に関する事項の改

正につきましては、道路運送法の規定に基づき設
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置する地域公共交通会議での協議を経た後、同法

に基づく認可を得て実施するものでありますので、

試験運行期間中での路線経路や料金についての改

定は考えておりません。 

また、運行時間や運行日の変更につきましては、

変更した体系での新たな乗降データーを収集する

ため、関係機関との調整により、１月から対応し

てまいりたいと考えております。 

次に、乗合タクシーの路線のない、空白地域の

対策についてでありますが、現行の乗合タクシー

につきましては、廃止バス路線の代替を基本とし

て、地域間の交通体系の公平性の観点から運行し

ているものでありまして、現在の運行体系を踏ま

え検討してまいりたいと考えております。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

〇福祉事務所長（大園栄治君） 岡部議員の、生

活保護制度についてお答えいたします。 

生活保護制度といたしましては、わが国の法的

救済制度の中でも、最後の救済制度と位置づけら

れており、その種類は生活扶助を始め、住宅、教

育、介護、医療、出産、生業、葬祭の８種類の扶

助により構成され、援助を必要とする人の実情、

実態に即応し実施されることが、原則となってお

ります。 

これら扶助の基準につきましては、毎年度、厚

生労働大臣が各地域の生活様式や物価等の違い

により、全国を１級値の１から３級値の２までの

６つの級値に分類し、基準額を設定することとさ

れており、当市は３級値の２の基準を適用するこ

ととされております。 

また、老齢加算などの加算につきましては、生

活扶助における年齢別個人的経費の第１類比と、

世帯人員別の世帯共通的経費の第２類比により、

賄うことのできない特別な事情があると見込まれ

る者に対し、認定することができる基準であり、

老齢加算、母子加算、障害者加算などの８種類の

加算があります。 

議員ご質問の老齢加算につきましては、社会保

障審議会、福祉部会に設置された、生活保護制度

のあり方に関する専門委員会よりの中間報告を受

け、平成１６年度から段階的に縮減され、平成１

７年度を最後に、廃止となったものであります。 

また、母子加算につきましても、同報告を受け、

１６歳から１８歳の子どものみを養育する一人親

世帯について、平成１７年度から段階的に廃止し

ていくこととされたものであります。本市対象者

の実態につきましては、平成１８年４月１日現在、

老齢加算廃止対象者が５４名、母子加算減額対象

者はありません。また、担当ケースワーカーによ

る戸別訪問を実施するなど、生活実態の把握に努

めてまいりましたが、事前の制度周知や３年間の

激変緩和措置により、混乱はなかったものと認識

いたしております。 

今後も、国よりの法定受託事務である本制度の

運用実施にあたっては、セーフティーネット最後

の施策であることを充分理解し、適正実施に努め

てまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） 再質問をいたします。 

まず、真玉幼稚園の３歳児保育と通園バスに関

わる問題ですが、先程、教育長さんは、３歳児保

育のそういった条件については、ＰＴＡの言うま

まにするわけにはいかないというふうなことで、

ＰＴＡとの協議は考えてないようなことを申され

ました。また、負担がかからないという方策につ

いても同様の答弁だったとお聞きをしましたが、

私は何もＰＴＡの言うとおりにしてほしいと申し

上げているわけではございません。ＰＴＡの方々、

やはり一番当事者として状況等を詳しいわけでご

ざいますから、一方的に教育委員会が形を決めて

押し付けるようなことがないよう、負担のかから

ない方策につきましても、やはりどのようなこと、

どのようなやり方がよりベターであるかというこ

とを、やはり保護者の方と入念にお話し合いをぜ

ひもっていただきたいとこう思います。 

それから、学校選択制につきましては、いま現

状では今年度など特に大きな問題がないという答

弁でございました。確かに、今年度を見てみると、

その新入児がゼロになるという事態は発生してお

りませんが、この自由選択制、どこの学校にでも

行っていいですよという制度は、いつ何どき、ま

た臼野小学校のようなケースが発生しないという

保証はございません。 

で、特にこの学校選択制についてでございます

が、国がいま推進しておりますこの学校選択制、

あるいは統一学力テスト、その結果の公表、ある

いはいま、政府与党内でも異論のあるバウチャー

制度などは、１９８０年代イギリスのサッチャー

政権の下で行われた教育改革がモデルになってお

るといわれております。この本家のイギリスでは、

学校間で人気、不人気校の勝ち組、負け組を作り、

格差が拡大し、また、統一学力テストの結果、学

校の存廃をも左右するほどの点数至上主義が生ま

れ、授業がテスト科目に偏重し、画一的授業が行

われ、また教育水準局の査察があまりに厳しく、

学校と教師は重圧とストレス下に置かれたといわ

れ、国民の不満が大変高まりました。そして、や

はり教育にこの市場原理を持ち込んだのは、確実

に敗者を作るシステムであったとして、行き過ぎ

であったとの国民的な機運が高まり、イギリスで

はすでに全国的に見直し、この学校選択制につい

ても見直しが進められているというのが現状と聞

いております。 

まあ問題がないという認識ですが、果たしてい

ま、その光の面については教育長さん確かにいつ
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も行きたい学校が、行きたい子どもが学校に行け

ていいではないかと、それで学校間の切磋琢磨が

進むというふうなこと言われておりますが、先程

申し上げましたように、ＮＨＫのテレビで取り上

げられた、地域ぐるみの教育、教育と地域との関

連の重要性というふうなことについては、どのよ

うに認識なのかお尋ねをしておきたいと思います。 

それから、この小規模農家の支援の質問であり

ますが、この等級の特例措置の働きかけ、あるい

は償還の延期といった制度を、市長のお働きによ

りまして導入していただいたということについて

は、大変感謝を申し上げますが、先程私申し上げ

ました、低利の融資の制度を小規模農家に導入す

ることを検討されてはどうかといったことについ

ては、答弁がなかったように思いますので、再度

この点についてお尋ねをしたいと思います。 

それから、自治会の保険制度についての質問で

ありますが、市はすでに総合賠償保険制度を設け

てるといった答弁がございました。しかし、私の

当地区の自治会長、まったくそのようなことは聞

いてなくて、日出町で行われた研修の際に、日出

町がそういった自治会保険制度を導入し、それに

対して掛け金などを日出町が全額助成をしている

というふうな話を聞きまして、地区の方々にいま

提案をしております。私ももちろん知りませんで

したし、自治会長もまったく市にそういう制度が

設けられてるというようなことも知らなかったわ

けでございます。やはりその辺のＰＲ、制度説明

が足りなかったのじゃないかと思いますが、その

点についてはいかがでしょうか、お尋ねをいたし

ます。 

それから、生活保護の実態という質問をいたし

ました。本当にマスコミなんかでは、この老齢加

算、あるいは母子加算の廃止で、本当に人間的な

生活を奪われるというふうなケースが、最近とみ

に報道をされております。ケースワーカーさんの

訪問などをさらに密にしていただいて、これらの

老齢加算廃止された方々、あるいは母子加算を廃

止されたご家庭など、綿密な実態把握にさらに努

めていただくことを要望をしておきたいと思いま

す。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

〇教育長（都甲桂一君） 再質問にお答えいたし

ます。 

１点目の協議については充分保護者との意見等

を聞いて協議をしていきたいと思いますが、その

まま受け入れることは困難であるということを私

は言いたかったわけですので、ご理解いただきた

いと思います。 

それから、２点目の、教育と地域の皆さん方と

の関連ということでございますけれども、これ、

私は非常に大事なことでありまして、地域の保護

者、そしてまた地域の人材をご支援をいただきま

して、すべての学校で、それぞれの授業の中で、

その技能を有する方をご支援いただいて、１時間

１時間の授業、すべての授業でそれを取り入れる

ということは困難でありますけれども、それをす

ることによって、子どもたちの理解度が非常に高

まっておりますし、そのような取り組みを全小中

学校でも実施しておるところでございますし、こ

れは大変大事な欠かせない、大事な問題だという

ふうに思っておりますので、それをすることによっ

て、地域の皆さん方が学校を支援していただくよ

うになりますし、また学校も、地域の皆さん方と

の連携を取ることによって、前もありましたよう

に、地域で子どもたちを育てていく、そしてまた

登下校の安全、安心な子どもが生活をするという

ことを、すべてにつながってくる問題であります

し、ぜひこのことは私も推進していきたいという

ふうに考えているとこでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 農林振興課長北崎順一君。 

〇農林振興課長（北崎順一君） 岡部議員の再質

問にお答えをいたします。 

小規模農家に対する低利融資の制度の創設とい

うことでございますけども、農業制度資金等はか

なり多くの制度資金がございまして、非常に農家

は恵まれておる環境にあると考えております。特

に市が低利の融資を考えるということは困難であ

ると思います。 

それから、現在、米農家に対する融資について

希望を取っておりますけれども、大規模の農家で

約５件の農家が希望が上がっております。非常に

数としてはまだ少ないという感じがしますので、

そのような事情を考えてみますと、低利融資の今

後の創設は困難であるということであります。 

以上であります。 

〇議長（菅 健雄君） 企画財政課長野村信隆君。 

〇企画財政課長（野村信隆君） 岡部議員の再質

問にお答えいたします。 

 このような補償制度は、他の市町村でも設けら

れていると思いますが、議員ご質問のように、自

治委員の方を始め、市民の皆様にはあまり知られ

ていないようでございます。今後、市民の皆様が

自治会活動等に、気軽に、安心して、そして積極

的に参加していただけるよう、各種会議の席や広

報紙等で周知をしてまいりまして、自治会活動が

地域からコミュニティの輪がさらに広がるよう支

援してまいりたいと思いますので、よろしくお願

いします。 

〇議長（菅 健雄君） ５番岡部心介君。 

〇５番（岡部心介君） この自治会保険につきま

して再々質疑を行います。 

いま、課長申されました、市の保険制度と自治

会独自で加入する自治会保険制度とは、補償の範

囲がかなり違いがありまして、やはり自治会保険
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のほうが大変幅広くいろんなケースに対応できる

ような制度になっております。例えば、自治会主

催のイベントに来客が来られたと。自治会以外の

方が来て何かの事故に遭われたと、そういったケー

スまでをも保険の対象になっておりまして、市の

いま現状の保険制度がこの自治会保険と比較して、

同等にカバーできる、同等の適用範囲になってる

のかどうかということが、先般、課長ともちょっ

とお話をしたんですが、定かでありません。やは

り自治会によっては、独自で加入したいというふ

うな、うちの自治会のようなケースもあろうかと

思いますが、そういった自治会に対しての契約金、

これ１自治会当たり確か８，５００円ぐらいで、

１世帯最低が１３０円だったか、ぐらいかと記憶

しておりますが、その掛け金に対する半額助成な

り支援ができないかということについて、お尋ね

をしておきたいと思います。そしてまた、いま申

し上げました件も含めて、自治会長との会合の場

で、入念なご検討をよろしくお願いしたいと思い

ます。 

ちょっとその、半額助成ができるかどうかにつ

いてお尋ねをしまして、再々質疑を終わりたいと

思います。 

〇議長（菅 健雄君） 企画財政課長野村信隆君。 

〇企画財政課長（野村信隆君） 岡部議員の再々

質問にお答えいたします。 

ＰＲにつきましては、各種自治会等にも積極的

にＰＲしていきたいと思ってます。先程議員が言

われました、自治会保険等の関係につきましては、

今後、市といたしましてはどういう対応すればよ

いのか、調査、研究してまいりたいと思いますの

で、ご理解をお願いしたいと思います。 

〇議長（菅 健雄君） ここでしばらく休憩いた

します。 

３時１０分から会議を再開します。 

午後２時５３分 休憩 

午後３時１０分 再開 

〇議長（菅 健雄君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 日本共産党の大石忠昭

であります。 

今日の議会は、私ども４年間の任期中最後の一

般質問になりましたが、今日は朝から１２人の方

が質問通告されまして、これも合併後の議会、私

も議員になって３６年になりますけれども、１２

人というのは過去最高ではないかと思うんです。

そのとりを務めることで光栄と思っています。 

振り返ってみますと、私、初当選以来一般質問

を続けておりますけれども、今日で１４３回目に

なりますが、市民の利益を守る立場から、質問要

旨に従って一般質問を行いたいと思います。 

よって、市長は、今までも答弁聞きましたけど

も、ほとんど答弁なしですが、質問の趣旨を正確

に捉えていただいて、傍聴者も多いようでありま

すので、市民に理解できるように、本当にわかり

やすい言葉で明確な答弁をされるように要求をい

たしまして、質問に入りたいと思います。 

第１は、敬老祝い品の問題であります。敬老祝

い品は、合併する前までは、高田、真玉、香々地

とそれぞれで事業内容が異なっておりました。も

う香々地などはものすごい祝い品を出しておりま

したけれども、平成１６年の６月２４日の合併協

議会で協議をした結果、それぞれ差があるけれど

も、敬老会のやり方については、高田は区長さん

を中心にご苦労していただいてるけども、こうい

う方法でいこうと。やり方は今までどおりでしば

らくいこうが、お年寄りに差し上げる記念品につ

いては、全市統一したものにしようということを

決定し、その額については、７０歳には２，００

０円、７７歳には３，０００円、８８歳には４，

０００円相当の記念品を贈答するということが、

満場一致で決定されています。しかし、実際お年

寄りに配られた記念品は、昨年度は、７０歳のも

ので８４０円の汗取りパット、７７歳には１，２

７８円のタオルケット、８８歳には１，４００円

の綿毛布と、合併協議会の決定の金額と比べてみ

ますと、半分以下、約４割の値段での品物が配ら

れておることがわかりました。今年度は若干違い

ますけれども、今年度は７０歳で１，７４６円の

肌布団、７７歳には１，５００円のタオルケット、

８８歳には１，７３２円の綿毛布が届けられてい

ます。しかし、この敬老記念品の問題は、第１に、

合併協議会で決定をしたその金額に比べて、平均

しましても半分以下の金額の品物を選定したこと

が問題であります。選定そのものが問題です。２

つ目には、さらに問題なのは、市のチェックが甘

かったために、業者の不正を見逃してしまい、市

が契約した品物と違う品物、いわゆる粗悪な品物

がお年寄りに届けられたことです。第３には、不

正が発覚したあとに、市長のいわゆる対応ですね、

今後どうする、不正が発覚したあと、これをどう

するのかということで、怠慢な、市長が怠慢だっ

たために、お年寄り関係者を始め、特に各自治会

の会長さんなどなど関係者に多大な迷惑をかけた

ことであります。 

まさに、予算を削り、さらに契約とは違う素材

品を届けるなど、お年寄りを食い物にするような

ことは絶対許すことはできません。なぜそんなこ

とが罷り通ったのか。その原因や問題点を明らか

にするために、さらには不正が発覚したあとの市

長の対応が適正であったのかどうかを明らかにす

るために、そして不正を再発防止をするために、

以下１１項目の質問をいたしますので、明確に答

弁をしていただきたいと思います。 
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１つは、昨年度の記念品の品目、この３種類は、

いつどこで誰が協議をして決めたのか。選定の素

案と決定のその根拠について示してもらいたい。 

２つ目には、１８年度は、７０歳の記念品が汗

取りパットから肌布団に変わってるんですけども、

その変更した理由について。それも、いつ、どこ

で協議をしてそういうことになったのか。 

３つ目には、業者から品物が納品を受けた場合

には、検査をし、検査調書を市長に報告するよう

になっていますが、その検査は、いつ、誰が、ど

のような方法で実施したのか、検査の結果はどう

であったのか。 

４つ目には、契約と違う記念品が納入されたこ

とを、いつ、どうしてこれが発見できたのか。 

５つ目には、契約した品物と違う記念品が業者

から納入された、そういう不正事実について、そ

の原因や業者の責任などについて、どのように明

らかにしていったのか、その結果について明確に

していただきたい。 

５つ目には、この記念品の不祥事について、市

長は、いつ、誰から、どのようなこの不祥事の内

容について報告を受けたのか。 

６つ目には、その受けた後、この不祥事の事の

重大さについて、市長はどのように認識をされた

のか。これ、市長直々に答弁をしていただきたい

んです。そして、市長として部下にどのような、

今後どうせよというように指示したのか、明確に

していただきたいと思います。 

７番目は、７０歳、８８歳の記念品が、これが

粗悪品が送られていたということで、福祉事務所

長名で、１０月６日付けでそれぞれ葉書を出して

います。７００何十件にですね。それに対して、

葉書を読んでみますと、なんと、これだけあって

はならないような不祥事がありながら、その市長

の責任、全然市民に対する謝りの態度が示されて

なくて、なんとなく業者がたまたま間違ったんだ

から、業者が替えに来るみたいなですね、曖昧な

文書を送りつけておりまして、しかも期日が入っ

てないために、お年寄りはいつまでじっと待っちょ

けというのかと。お祝いでもらったけれどもね、

使えない状況、使ってる人は、ああ、早くもうそ

ら元に箱に戻さないかんとか、いろんなもう大変

な騒動が起こったわけなんです。ね。こんな葉書

１枚で、お年寄り、８８歳のお年寄りにね、もう

かなりの方は施設に入ってる方、病院に入ってる

方もありました。私かなり調べておりますけれど

も、あまりにもね、不適切なやり方ではなかった

かと思うんですけれども、その辺についてどのよ

うに反省されているのか。 

それから、この８番目が大事なんですけれども、

今回、７０歳と８８歳用のこの記念品がこういう

形で市が騙されたということになると、去年まで

はどうだったのかと、誰もが考えるべきではない

ですか。この豊後高田市役所の中には、市長以下

誰も、去年までは間違いなかったんだろうか、調

べてみようというような職員はいなかったのか。

これ市長以下、幹部の責任も問われますけれども、

それを取り扱ってるですね、福祉事務所の職員の

中でも、そういう人が１人も出なかったかちゅう

のは、非常に残念ですね。市民からとってみまし

たら。 

よって、市が全然調べてないということを確認

しましたので、私は独自に調査をしてみまして、

びっくりです。 

まず、その調査の結果ではですね、市長は、昨

年も敬老記念品を、いま問題になっている市内の

業者と契約をしてるんですが、それは３つの記念

品のうちに、７７歳のタオルケット分です。これ

がですね、私の調査では、契約と違う記念品であ

ることが明らかになりました。 

ここに、私、契約書のコピーを持っております

けれども、その契約書によりますと、品名は、西

川タオルケット、品質は綿、規格は１４０×２０

０となっています。そして契約数量は３８３枚で

す。検査をした結果の検査調書もコピーがありま

すが、検査調書では、検査日は平成１７年９月１

５日となっており、検査場所は真玉トレーニング

センター、検査職員は大園栄治氏となっています。

契約者、契約の相手方は、宗印刷所、立会人は中

尾武昭氏となっています。そして検査の所見では、

契約物件に相違なしと記入されています。 

しかし、実際お年寄りに届けられたタオルケッ

トというのは、この契約書とは全然別な品物です。

ここに現物があります。これは、私が何件も調査

したなか、ある方が、もう大石さん議会で振り上

げてやってくれんですかと言ってくれました。こ

の人は、大事に、市長さんからいただいたちゅう

ことで、これをですね、アルバムに貼っておりま

した。これはそのまま包み紙からもう開けてなかっ

たんですね。で、これがもうあちこち、私は真玉

も香々地も調べました。そしたらですね、その調

査の結果、西川ではなくてですね、品名は、高級

タオルセットとなっています。メーカーは西川で

なくて、三河繊維とあります。三河とは、漢字の

三に、さんずいの河に繊維ですね、産元となって

います。で、ここに電話をして今日聞いてみまし

たら、これはもう協同組合になっておりまして、

それぞれの繊維会社からここに持ち込んで、ここ

の名前で売ってるようです。製造元がわかりまし

たので、製造元に電話してみましたら、「はーい、

このタオルケットは一番安いものですよ」と、「ど

こからですか」と言われましてね、こんなものか

と言われましてね、「在庫はなんぼでもあります」

と言われました。これは今朝の話ですよ。 

で、まさに、規格もですね、メーカーも、契約

している西川とは違いますし、規格も、契約では



１２月１２日 

 - 60 - 

１４０×２００センチとなっているんですけれど

も、この品物は２００センチなくて１９０センチ

しか横幅が、１０センチ短いわけです。いま、隣

の岩本議員も呉服店やっておりますので、見ても

らいましたけれども、こーんなものが！と、もう

びっくりしておりましたけどね。山本議員も呉服

店しておりますので見てもらいましたけどね、ひ

どいですねと。 

入札した結果がこれなんですけどね、もともと

飛び込んだために、もう業者の中では、ああ、こ

の業者は違うものを入れてるぞというのはね、も

う話題になっておったようですね。やっぱりそう

かと。しかし、業者から調べるわけいかんと。大

石さんよう調べたなあということになってるわけ

ですよ。 

これは、先日６日の日に市長宛にこの調査を申

し入れしまして、立ち会った助役にも見てもらい

ましてね、まあ議会があるから、それまでに調査

しようということで、もう調査済んでおると思い

ますんでね、やっぱこのことはちゃんと認めても

らってですね、前の７０歳と８８歳については、

業者を呼んだらすぐ認めて替えましょうちゅうこ

となったんですからね、これだってすぐ認めない

ちゅうこと絶対できないと思いますよ。そのこと

が、どうであるのか、明確にしていただきたいと

思います。調査の結果を明らかにしていただきた

いと思います。 

次は、このような不祥事が発覚したことをした

のですから、もう何とか不正防止するぞと、二度

と再びこういうことをやっちゃならんということ

で、やっぱ職員の教訓にすべきだったと思うんで

すね。しかしながら、聞いてみましたら、課長会

にもこのことは一切触れてない。福祉事務所の職

員だけは知っとると。ここが問題だと思うんです

よ。こんなの隠して片付く問題じゃないでしょう。

早く皆のものにしてですね、ほかの品物、同じよ

うなことはなかったのかと。いま聞いてみました

ら、ある助役の時代からずーっとやって、普通の

職員は文句言いきらなかったんだとね。癒着があ

るんだという話を古い議員から聞きましてね、あ

あやっぱりそうだったんかと。もうこれ有名なん

だちゅうことでしょう。だから、福祉の職員はあ

んまりもの言えなかったんじゃないですか。癒着

があるんじゃないんですか、ある人と。よってで

すね、やっぱこれを伏せてきたということが問題

ではないかと。そのことを市長、問題点を認めて

もらいたいと思うんですよ。 

 それから、敬老会を主催した旧豊後高田では、

区長さんが大変な迷惑なんですよ。なんか交換に

来たもんだから、区長が配ってくれたんが間違い

じゃったとね、区長が疑われてるという話も広がっ

てますわね。だから、こんな大事な問題起こしな

がら、あんな紙切れ１枚で、葉書でね、片付ける

ことじゃないでしょう。事の主催、事業の主催やっ

た区長さんにもちゃーんとわけお話してですね、

協力を求めて解決をすべきじゃなかったかと思う

んですが、どうなんか、明確にしていただきたい。 

 次は、障がい者の問題であります。 

私は、障害者自立支援法が国会で審議をされて

るその段階から、この法律が施行されたらば、応

能割負担が導入されて、障がい者がサービスを受

ければ、今まで無料であった多くの障がい者が大

変な負担を強いられることになって、これは大変

なことになるぞと、なんとか市長、早く法律が決

まらん間に法律の見直しを求めて頑張ろうじゃな

いかという問題提起をしてまいりました。 

しかしながら、自民党や公明党の賛成でこの法

案が通りましたけれども、全国では、障がい者団

体が東京に一堂に１万５，０００人集まるとか、

大分も広瀬知事を尋ねて１００何十人が集まって

ですね、なんとかこの見直しをしてくれという、

そういうかつてない障がい者の大きな運動が広が

りまして、もう政府も見直しをせざるを得なくな

りまして、今度の国会に９６０億円の補正予算を

組むことになりました。 

問題はですね、見直しをするといっても、一番

大元である応能負担から応益負担に変えたこと、

ここが変わらないんですよ。やはりこの応能負担

に戻さない限り、障がい者にとっては、所得が低

いのに１割負担を強制させられるという大きな問

題があるわけですね。よって、市長は、この根本

的な見直しを政府に働きかけてもらいたいと思う

んですけれども、その辺はどうなのか。 

それから、地域生活支援事業について、これも

私は今年の３月から問題にしてきまして、９月議

会に予算やあるいは要綱なども私どももらいまし

たけれども、大分県下１４市調べてみましても、

豊後高田が特別にですね、メニューも少なければ、

この支援事業の予算額も最低の最低なんですよ。

私ども日本共産党の全県の会議に行ってみると、

大石さんがおっとるのにどうかと言われるぐらい

問題があるんですよね。はい、これ私の責任じゃ

ないと思うんですけどね。よって、大分市なんか

も相当なメニューでやってますからね。よって、

この豊後高田が、県下の中でも特別メニューや予

算が少ない点をどうあなた方は考えているのか。

もう今日の議会で補正予算は無理だと思いますけ

れども、来年３月の議会にはね、やっぱりこの名

誉挽回して、大幅に予算を組んでメニューを広げ

るということでやってもらいたいと思いますが、

市長の見解を求めます。 

次は、教育問題についてであります。今、いじ

め問題が大きな社会問題になっておりまして、が、

政府が今度の国会で、何はなんでも強行採決を図

ろうとしているこの教育基本法の改正案では、い

じめの解決はできないと思うんです。いじめの土
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壌というのは、やはりストレスがたまることだと

言われておりますけれども、こういう教育基本法

の改正、改悪案なんですけれども、これを通せば、

ますますひどくなるんではないかと。日本共産党

は、この教育基本法の改悪をなんとしても阻止し

たいということで、いま全国挙げて頑張っている

とこです。よって、今回、安倍首相の直属の教育

再生会議なるものができまして、いじめ問題で緊

急提案が出されてましたが、まあ一言で言うなら

ば、なんとかちょこちょこっとですね、いまの現

場しのぎで、これを国が細かいところに口出しを

して、なんか問題があれば子どもや教師を懲罰に

かけるようなそういう方策なんですね。これでは

根本的に片付かないと思うので、私は次の質問な

んです。 

それは、やはりそういう応急処理的ではなくて、

人権を重視をする、そういう視点に立てるような

子どもをどうつくるかという、根本問題が問われ

る問題だと思うんです。よってですね、子どもが

言葉を学ぶ、そして感性を磨き上げて、表現力を

豊かなものに育て上げる、人生をより深く生きる

ためのそういう力をですね、つけていくうえでは、

読書活動というのが非常に大事になるんだと思う

んです。よって、国会では、日本共産党を含めて、

超党派でこの法律が提案されて、満場一致で議決

されたんですね。しかしながら、この読書活動推

進計画は、豊後高田市はいまだにまだできてない

んですよ。これ遅れてることが問題なんですが、

市長は、教育の町、教育の町というならば、こう

いうことこそですね、大分県内でももっと早く作

らせて、やっぱ推進すべきだと思うんです。いつ

までに作るのか、どういう経過を踏んで作るのか、

明らかにしてもらいたい。 

それから、それを保証していくためには、図書

館があまりにも貧弱ですね。まあ合併の重点事業

で図書館やりかえるとなってますけども、なるべ

く早くやりかえてほしいんですけれども。今日質

問したいのは、いまある図書館、学校の小中学校

の図書館に、子どもたちが進んで読書に勧められ

るようにですね、やっぱ子どもたちの希望に添え

るような蔵書を増やしてもらいたいと思うんです。

予算を増やしてもらいたいと思うんですが、その

辺どうなのか、明らかにしていただきたい。 

次は、給食センターの問題での職員問題は取り

下げます。 

あと、いま建設中の給食センターが４月に稼動

しますけれども、これまでは香々地のすべての小

中学校では、自校方式で、地元で取れた食材を使っ

て、本当に温かい、子どもたちにとって喜ばれる、

おいしい給食を食べていただくことができたわけ

です。しかしながら、今回、一本化されることに

なりました。よってですね、もう元に戻るわけは

できないようなので、学校給食の食材は、これま

での給食センター以上に、やはりこの地産地消の

推進を図る、子どもたちに安全でおいしいものを

食べさせるように改善をしてほしいと思いますし、

食器についてもこの際、研究に研究を重ねてです

ね、最も子どもたちが喜べるような、その願いに

叶えるような給食に全部入れ替えてもらいたいと

思いますが、教育長の見解を求めます。 

次は、保護負担の問題なんですけども、少子化

の原因は、いろいろなアンケート調査で聞いてみ

ますと、やはり保育料や幼稚園の授業料、それか

ら医療費、そして小中学校の給食代などですね、

義務教育の保護負担が大きいことが上げられてお

りまして、いくら少子化を解消するといわれまし

ても、この経済的にですね、援助しないとなかな

かそう変わらないんですよね。よって、今回資料

を要求しましたところ、現在でも、暖房用燃料で

すね、灯油を、小学校では高田、桂陽、呉崎、田

染、三重、中学校では都甲、田染と、１７中７校

でこれが保護者負担になっておることがわかりま

した。同じ学校なのに、公費負担と保護者負担が

あるのはどういうことなのか。それ以外について

も各学校で、義務教育でありながら保護者負担が

かなりありますので、もう年次計画を作って、来

年度からも大幅に義務教育の保護負担を軽減をし

ていくという方向を出してもらいたいと思います

が、見解を求めます。 

次は、投票所の問題なんですけども、今回２月

の市会議員選挙から投票所が現行２９箇所から１

８箇所に削減される。１箇所に２箇所が集中する

ところもありますけれども、そうすれば、今、国

のほうでもなんとか投票率を上げよう、投票率を

上げようということになってるのに、これが、こ

れだけ投票所が減ることによりましたら、もう車

の持たない高齢者などについては、足がちょっと

遠のくんではないかと思うんですね。よって、こ

れは投票率を引き上げることにはこれは逆行する

んではないかと思いますので、見直し、元に戻す

ことできないのか。全部を戻せないでも、やはり

地元の要求の強いところについてはそれができな

いのか、見解を求めます。 

それから、あと、乗合タクシーなんですけれど

も、３月までは試行運転中ということなんですけ

れども、やっぱり国東市でも中津市でも、試行運

転中は無料でですね、大勢の皆さんに利用してい

ただくことをやっておるんですが、高田について

も、今回資料をいただきましてわかるように、も

う本当に利用率の良いところと悪いところと大き

な差がありますわね。同じ予算かけてるんだから、

試行期間中は無料にすべきではないかと思います

けれども、その見解を求めます。 

それから、運行時間や運行地域の見直しについ

ては、１月から実施すべきじゃないかと。で、運

行の路線の問題でも延長問題ではですね、同じ市
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長の、東都甲、市長歩いて見てください。並石ダ

ムのとこまでバスが、乗合タクシー行くんですけ

ど、あの奥の一畑や並石には行かなくて、あっこ

からテクテクテクテク１０分ほどかかって歩かな

いかん。ね。真玉でも田原の店まで行くけれども、

あの奥の小河内まではもう１０何分かかるそうで

すね。そういうところが各所にあるでしょう。こ

れでいまの同じ予算でね、話をつければ、時間的

には１分、２分でできること、歩けば１０分近く

かかるんですよね、お年寄りですから。そういう

ように路線の延長、あるいはまだバス路線、乗合

タクシーが走ってない地域については、前回の議

会で問題にしているように、なんとか早い時期に

ですね、この見直しをすべきじゃないかというこ

とを問題提起をして、見解を求めたいと思います。 

それから、乳幼児医療費についてですけれども、

これ県に働きかけるべきでないかということでは、

もう３月、６月、９月というように、もう３回やっ

たんですけどね、答弁は、「現時点では考えてお

りませんでした」という答弁でしたね。で、ご承

知のように、県下１４市がありますけれども、も

う豊後高田みたいに、県の要綱、ああ結構でござ

います。今日は課長の答弁じゃないけど、全国で

も先進でありますなんて、ただ評価をしてですね、

結構結構言ってるのはもう豊後高田市を先頭にで

すね、４箇所しかないんですよ。高田と国東と隣

の宇佐と大分だけなんですよね。中津ではね、一

応県の言うがままに、９月の議会で議決したん

じゃけど、市長がこれじゃいかんということでね、

今度は、就学前までに完全無料化の条例出しまし

たしね、それから、由布市では、市長が提案した

んだけども、議会がそれじゃいかんちゅうことで、

とうとう取り下げをして、もう１回出し直してで

すね、完全無料化をやるようになるとかですね。

１４市のうちでまだやってないのは４市だけなん

ですよ。ね。それで私ども各種団体と県と交渉し

てみましても、１０月からは見直したばっかり、

もうちょっと待っちょっくれ、もうちょっと待っ

てくれ、何とかするというとこまでいってるんで

すよ。そこまで県が言ってるときにね、豊後高田

市としてはね、先進的な、いや県が先進的な制度

だから、もうこれ以上言えない、現時点では言え

ないなんちゅうのはとんでもない話じゃないです

か。県が補助金を出してくれるとね、今まで出し

ておったもんが蹴られたんですよ。それがなぜ言

えないんですか。市長に答弁を求めます。 

それから、次の、どうしても県ができなくても

市独自でやれということで、いま、明石議員の質

問に対してできないという答弁でしたけどね、で

きない理由を述べてください。ね。こんだけ人口

が減ってしまって、もう合併したけども２万５，

０００台になったでしょう。若い人たちがね、こ

こに住み着いてもらって、安心して子どもを産み

育てるようにするのはね、我々の執行部や市会議

員の仕事やないんですか。それをなぜできないん

ですか、よそがやってることが。理由を述べてく

ださい。 

あと、小児科と産婦人科の問題も同じなんです

ね。もうこれは全国的に医師が足らないことで問

題ですけれども、豊後高田市にはそれぞれの医師

が１人ずつおります。たったの１人ずつです。し

かしね、もう産院がないんですよね。分娩を取り

扱ってる施設が１箇所もないのは、これ豊後高田

市ですよ。このことについてもね、大きな社会問

題になっておりますけども、何度もやっぱり議論

しないと、これは変わらないので問題提起をする

んですけども、市長の見解を求めます。 

最後に、火葬場の問題なんです。火葬場は、こ

れまでの答弁では、まだなかなか地元の同意が取

れないということなんですけれども、調べてみま

したら、今回のあの真玉と香々地の境の粟島さん

近くのあの予定地については、地権者の方が、も

うなかなか意思が固くてね、市には協力できない

ということになってると聞いてるんですが、その

地権者の一部を排除してでも、あと残りをね、島

を造ってやろうというような話も聞いております

けど、そんなことをやるべきじゃないと思うんで

すね。よって、やっぱり地権者の同意、地域の住

民の同意を得て建設を進めるべきなんですが、こ

こでどうしても無理というんなら、早く別なとこ

ろを探さなければ、ああ地元が悪い、地元が悪い

ということでどんどんどん建設が遅れることにな

りますからね、その辺どう判断するのかね。強行

するちゅうことはいかんでしょう。住民の同意、

周辺の皆さんの同意がいるでしょう。それについ

ての見解を求めて、第１回の質問を終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

（〇４０番（大石忠昭君） 市長が答えんのん、

市長が先じゃないんかえ。どげなっちょんのかえ。

どげえなっちょのか。） 

〇教育長（都甲桂一君） 大石議員の、教育問題

についてのご質問にお答えいたします。 

子ども読書活動推進計画の策定についてでござ

いますけれども、昨今、テレビ、インターネット

等を始めとした、様々な情報メディアの発達、普

及に伴い、生活環境が著しく変化するなか、子ど

もの読書離れが指摘されています。子どもが本に

出会い、慣れ親しむためにも、読書活動を通じて

言葉を学び、多くの知識を身につけ、深く考える

力を身につけさせることは大変重要なことであり

ます。また、読書は感性を磨き、表現力を高め、

想像力を豊かにすると考えられ、子どもたちの健

やかな成長には必要不可欠なものであります。こ

のため、国は子どもの読書活動の推進に関する法

律を施行し、子どもの読書活動の推進に関する基

本的な計画を策定するなど、子どもの読書活動の
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施策を推進しています。また、同法には、県市町

村においても計画策定への努力を求める明記がさ

れております。それに伴いまして、平成１６年に

大分県教育委員会は、大分県子ども読書活動推進

計画を策定いたしました。また、県内の市町村に

おきましても、２市がすでに計画を策定している

ところでございます。本市におきましては、各小

中学校で実施している朝読書、地域のボランティ

アによる読み聞かせ等を継続することにより、読

書に対する興味関心が深められ、このことにより、

各教科等の読解力の向上が図られています。また、

市内に７団体ある読み聞かせグループ等の情報交

換会、学習会等も積極的に実施しているところで

あります。したがいまして、計画策定につきまし

ては、子どもの読書活動をより充実させるために、

蔵書の整備を始めとした、図書館、学校図書室の

新刊児童書の購入を含めた形での、中期的な読書

活動推進計画を本年度中に策定する予定としてお

ります。これまでの図書館や公民館、学校や幼保

育園、家庭や地域における連携を促進し、児童生

徒が主体的に学び方や調べ方を身につけることの

できるよう、子ども読書活動推進の取り組みを総

合的、計画的に進めてまいりたいと考えておりま

す。 

次に、給食センターの統合に伴います地産地消

の推進、食器の改善などについてお答えいたしま

す。 

まず、地産地消の推進についてでございますが、

本市の学校給食では、栄養指導や県が推進してお

ります、安全で安心な地元の食材を使用した地産

地消の取り組みを実施しているところでございま

す。新しい給食センターになりましても、今まで

以上に地元産の食材を使用するよう努めてまいり

たいと考えております。 

次に、現在使用している食器についてでござい

ますが、ご案内のとおり、真玉地域と香々地地域

では、すでに磁器食器となっておりますが、高田

地域では、夢いろ幼稚園を除いて、アルマイト食

器の使用となっております。食器の改善につきま

しては、以前から山田議員のご質問にお答えいた

していますように、新給食センターの稼動時には、

市内すべての小中学校、幼稚園において磁器食器

で対応することは、給食センター建設検討委員会

でも決定しているところでございます。 

次に、小中学校の保護者負担の軽減についてで

ございますけれども、議員ご質問の、保護者負担

の状況については、提出資料のとおりでございま

す。 

保護者負担のうち、教材費や消耗品費等につい

ては、学校によっては、特色を出すために、ＰＴ

Ａと協議のうえ、保護者負担をお願いしているも

のであります。例えば基礎学力を向上させるため

にプリント練習をする。そのために紙が不足し、

保護者に負担をしてもらっている等であります。 

現在、本市では、行財政改革の中ですべての事

業を見直し、切り詰めた執行を行っていますが、

教育予算につきましては、最大限の配慮をいたし

ております。教育の町を掲げる当市においては、

当然公費負担すべきものが保護者負担となってい

る場合は、少しでも軽減できるよう、努力してま

いりたいと考えています。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。

〇福祉事務所長（大園栄治君） 敬老会の祝い品

についてお答えいたします。 

敬老会につきましては、老人福祉法第５条第３

項に基づき、老人週間において、その市にふさわ

しい事業を実施するよう努め、老人の生活意欲、

向上を高める行事として、合併協議会の決定を踏

まえ、敬老会を開催いたしております。具体的に

は、香々地地区、真玉地区におきましては、地区

内在住の７０歳以上の高齢者の方に出席を呼びか

け、全体の敬老会を開催しております。高田地区

におきましては、各自治会にお願いし、自治会ご

と、または自治会合同敬老会を開催しております。 

また、敬老祝い品につきましては、合併協議会

での決定を踏まえ、７０歳、７７歳、８８歳、１

００歳の対象者の方に祝い品を贈呈いたしており

ます。 

議員ご質問の商品決定につきましては、７月１

２日、福祉事務所内での検討会で協議し、７０歳

２，０００円相当、７７歳３，０００円相当、８

８歳４，０００円相当の賞品を決定し、８月３日、

指名競争入札を実施いたしております。 

なお、７０歳の品物を前年度と変更した理由に

つきましては、汗取り敷きパットが過去多く決定

したこともありまして、変更したものであります。 

納入検査につきましては、納入当日に品物検査

が困難と判断し、８月８日、７７歳祝い品、８月

２１日７０歳、８８歳祝い品の現物検査を福祉事

務所内で実施しております。また、９月１日、香々

地中央公民館、９月８日、真玉トレーニングセン

ター、９月１３日、花いろ軽スポーツルームにお

きまして、祝い品の納入個数と確認検査を担当参

事が実施したところであります。 

また、今回の祝い品の問題につきましては、９

月１９日に入札参加業者より、入札で決定した商

品と違う品物が配布されていると通報があり、直

ちに調査した結果、７０歳、８８歳の祝い品が市

の指定したものと違っていたことが判明しました。

直ちに所内会議を開催するとともに、助役に報告

し、間違いは正さねば、業者に取り替えさせなさ

いという指示を受け、９月２０日、取扱い業者を

訪問、調査結果を報告したら、業者も福岡の卸業

者が間違えたんだと話し、間違いを認め、全面的

に業者の責任で祝い品の取替えを実施すると約束
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をし、直ちに取替え作業を実視する旨確認しまし

た。業者との確認を踏まえて、私と担当参事で助

役、市長にその結果を報告したところであります。

対応策等について報告説明を行い、市長より間違

いは直さねばならない。早急に取り組むようにと

指示がありました。早速名簿に基づき、７０歳、

８８歳対象者の皆さんに、取り替える旨葉書で通

知いたしました。議員ご質問のように、いつ取り

替えに来るのか、どうなっているのかと関係者の

皆さんに不安を与えたことにつきましては、反省

しているところであります。 

今回の対応につきましては、関係課との報告、

協議は実施しましたが、課長会全体への報告には

至っておりません。 

自治委員への報告につきましては、敬老会で大

変ご迷惑をかけ、また、この件で迷惑はかけられ

ないとの思いで、自治委員への報告はいたしてお

りませんが、今回の件で一部自治委員さんからは

苦言もありました。 

次に、申し入れ事項についてお答えいたします。 

議員ご質問の、今回の対応につきまして、９月

２８日、業者より７０歳祝い品について、すぐに

品物が揃うが、８０歳祝い品、西川綿毛布１５０

×２００については、品物が短期間で揃わないと。

１４０×２００のサイズならすぐ揃う旨返答があ

りました。所内での対応策の協議では大変迷った

わけですが、早急に解決すべきと私が判断し、配

送を了承したところでございます。 

次に、昨年以前も同じような事例があったので

はないかとの指摘につきましては、市内業者でも

あり、考えてもおりませんでした。しかしながら、

先日の申し入れ時に、議員より現物を見せても

らっており、これが事実であれば大変由々しき問

題であります。慎重に調査をしてまいりたいと考

えております。 

次に、障がい者対策についてお答えいたします。 

議員ご質問の障害者自立支援法の見直しにつき

ましては、すでに政府において改善策の検討がさ

れているところでありますが、先の定例会におい

て、近藤安夫議員の質問に対して答弁いたしまし

たように、問題点があれば、改善に向け、引き続

き県とともに国に働きかけてまいりたいと思いま

す。 

次に、地域生活支援事業の事業範囲拡大につい

てでありますが、地域生活支援事業の場合、福祉

事業者の数や、障がい者の利用するサービスの種

類など、自治体によってそれぞれ状況が異なって

おります。当市においては、必要な地域生活支援

事業は確保できているものと考えておりますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

次に、利用料負担に対する市独自の助成制度の

改善についてでありますが、先程申し上げました

ように、政府においても、利用料負担軽減を含め

た改善策が検討されておりますので、その状況を

注視していきたいと思います。 

以上であります。 

（〇４０番（大石忠昭君） 答弁になってない。） 

〇議長（菅 健雄君） 選挙管理委員会事務局長

安東道男君。 

〇選挙管理委員会事務局長（安東道男君） 選挙

投票所についてお答えします。 

今回の投票区の統合につきましては、行政改革

大綱の計画の中での経費の節減、合理化等、財政

の健全化の項目の一環として取り組み、昨年から

話を進めてまいりました。統合に関係する地区の

自治委員さん及び関係者の方々との話し合い等を

経まして、ご理解、ご協力をいただくなか、選挙

管理委員会で決定されたところでございます。す

でに告示をし、県にも報告をして、１８投票区で

電算処理等の事務を完了したところでございます。

そのようなことから、間近に迫りました市議会議

員選挙より、新たな投票区で選挙が実施できるよ

うに、広報等で周知を図りながら、有権者の皆様

へ投票いただくよう、お願い申し上げる次第でご

ざいます。 

〇議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中

嶋栄治君。 

〇プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 乗合タ

クシーについて、お答えをいたします。 

先程、岡部議員のご質問にお答えをいたしまし

たとおり、路線経路や料金に関する事項の改正に

つきましては、地域公共交通会議での協議を経た

後、道路運送法の許可を得て実施するものであり

ますので、試験運行期間中での路線経路や料金に

ついての改正は考えておりません。また、運行時

間や運行日の変更につきましては、変更した体系

での新たな乗降データーを収集するため、１月か

ら対応してまいりたいと考えております。 

〇議長（菅 健雄君） 子育て・健康推進課長安

東良介君。 

〇子育て・健康推進課長（安東良介君） 大石議

員の、子育て支援についてお答えいたします。 

乳幼児医療費助成制度につきましては、先程、

明石議員にご答弁申し上げましたとおりでござい

ます。したがいまして、現在のところ、県への働

きかけは考えておりません。 

次に、産婦人科、小児科病院対策についてでご

ざいますが、晩婚化や未婚化による出生力の低下

などを背景とした、少子化による経営難に加え、

昼夜を問わない過重労働等、厳しい環境の中、産

婦人科、小児科の医師や病院数の減少が社会問題

化していることはご案内のとおりでございます。

誰もが安心して子どもを産み育てられる環境づく

りは大変重要なことであり、関係者等々対応を協

議しておりますが、出生数自体が少ないこと、ま

た、全国的な産科、小児科の医師数の減少により、
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大変難しい状況でありますので、ご理解のほどを

よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） 環境課長水江義和君。 

〇環境課長（水江義和君） 火葬場についてお答

えいたします。 

火葬場の建設候補地につきましては、真玉地区

内を建設候補地として、地区自治会の住民の方々

を対象に、ご理解とご協力が得られるよう、住民

相談会を重ねて開催してきたところでございます。

その後、建設候補地の地権者を対象に戸別に交渉

してまいりましたが、一部地権者の同意が得られ

てない状況でございます。現在、一部地権者の同

意が得られるよう粘り強く話し合いをしていると

ころでございます。 

以上でございます。 

〇議長（菅 健雄君） ４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 議長に再質問の前にお

願いしますが、私がやっぱり市民にとって大事な

問題を質問したと思うんですけどね、やっぱトッ

プの市長がね、ふんずり返っとってね、一言も答

弁しないちゅうのは、ちょっと問題と思うんです

けど、議長、思いませんか。時間がね、あと１４

分になりましたけどね、再質疑をしますので、や

はり私どもにとってもね、市民から負託を受けて

おりましてね、３ヶ月に１回しかこの一般質問で

きないんですよ。任期中今日最後の議会なんです

よ。それにね、市長が一言も答えんちゃどういう

ことなんですか。 

再質疑をいたします。 

記念品の問題ですけれども、今の答弁ではです

ね、市民は納得しないと思います。 

まず第１にね、こんな重大問題が起こっており

ながらね、全然重大という認識が課長にない。市

長にもないんですか。市長は昨日謝罪しましたけ

どね、市長が謝罪したことと、今日の所長の答弁

では全然違うでしょう、中身が。どういうことな

んですか。 

よってね、まずね、第１の問題は、説明がさっ

きあったように、合併協議会での決定に伴って祝

い品を出したんだと言いながらね、合併協議会の

半額以下でしょう。初年度については約４割で

しょう。このことの反省はないんですか。あなた

方の記念品の品目の設定が正しかったと思うんで

すか。まあ初年度だから間違いが起こったと。そ

んなら翌年度はね、変えようというのがあなた方

のする仕事じゃないんですか。予算をいくら余し

たんですか。私、調査してみました。 

これまでのですね、合併するまでに１年間の予

算が、この３市町村で、記念品だけでもね、平成

１５年度には４７１万４，２７１円使っていまし

た。しかしながら、合併後の初めての年、去年は

１０４万６，６７５円ですよ。ね、合併前の２割

に減ってるんですよ。こんなことやったんですか。

調整した、いわゆる協議会で決定した４割なんで

すよね。合併前に比べたら２割で落とされてるん

ですよ。このことの反省は市長ないんですか。福

祉は高いほうに、サービスは高いほうに、負担は

低いほうにと言いながら、合併の条件と違うじゃ

ないですか。このことについて答えてください。 

それからね、２つ目、品目についてね、庁内で

議論して決めたということなんですが、私の質問

は、ね、７０、７７、８８の中で、どういう品物

を素案として出して、協議した結果これが決まっ

たという説明をしてもらわないとね、その元になっ

たのは、どこのカタログで問題にしたんですか。

特定の業者のカタログを使ったんじゃないんです

か。そこから癒着が始まってるんじゃないんです

か。なぜそこが答弁できないんですか。ね。 

それから、３つ目、去年と今年は、品目を変え

たのは７０歳のものが変わっていますね。でも、

規格は７７歳と８８歳のものが規格は変わってる

んですよ。この規格が変わった理由を述べてくだ

さい。そのためにね、何人もの業者が、お隣の業

者ももう辞退してですね、何人もの業者が辞退し

たんですよ、そのために。ところがあなた方は、

いや、綿毛布でいうならば、１５０と２００はあ

るんだというて突っぱねとるでしょう。そのため

入札参加したのはたったの３社、ね。指名通知を

出したのは８社ですよ。どこのカタログでその１

５０×２００というのは選定したんですか。昨年

落としたのは１，４００円で落ちたのに、今回は

１，７００なんぼになっとるでしょう。なんで、

どこで変えたんですか、それは。 

次、その変えながらですね、ね、いまあなた方

が認めてるように、ここにありますよ。間違った

品物を、東洋紡の品物入れとったわけですよね、

間違って。だから業者は認めて、今度はこれが本

物と言って配ったんだけど、これ本物といって配っ

たものですよ。これが本物ですか。契約したのは

１５０×２００じゃないですか。ね、業者がそれ

ぞれうちの問屋にはないことで辞退してるんです

よ。入札の権利を得てないんですよ。特定業者に

は、そういう入札で契約して、入ってる品物は違

うものじゃないですか。これ市長見てください。

これ、どこで検査したんですか。どこで検査した

もの。 

（「大石さんどげなもの…」の声あり） 

 その検査はどこで誰がしたんですか。ね。だか

ら、去年のことの反省がないからこういうことに

なってるんです。ね。 

もう１点の、この去年の７７歳の西川のタオル

ケットがこれ全然違うものね。これ粗悪品という

のは誰が見ても粗悪品ですよ。これが市民には説

明会、ね、真玉で開かれた説明会では香々地の皆

さんと真玉の皆さんを集めて、７７歳には３，０
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００円の品物をあげますといって皆さんに説明し

とるんですよ。主催者が全部にね。これが誰が３，

０００円と思いますか、こんなものが。これ規格

も違います。メーカーも違いますけどね。このこ

との調査をいまだにしてないちゅうことはどうい

うことなんですか。ね。今回の事件が重視しとっ

たら、直ちに調べないかん問題じゃないですか。

助役は議会があるから、それまでに調べますと約

束したじゃないですか。そのことをいまだに調査

してないちゅうことは、助役どういうことか説明

してください。全然調査してないんですか。あま

りにも市民を馬鹿にしてないですか、それは。市

民には辛抱辛抱と押し付けながらね、一部のもの

は、そういう形でね、暴利を得てるちゅうことに

ならないですか、これでは。その調査もやらない

んですか。もう、ちょっといろいろやりたいけん、

時間がないけん、まずそれを答えてください。 

 契約と違うものじゃ、よう見ちょって。答弁が

答弁になってないでしょうが。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） それでは、私の方から答

弁をさせていただきます。 

品物とそれから落札価格というものについては、

また所長から説明をさせます。 

この今回の祝い品につきましては、私どもとし

ては考えられないことが起こったと思っておりま

す。それと同時に、先程所長が皆さん方にご説明

いたしましたように、私どもは業者が言ったのを

そのまま信じたということが事実であります。反

対に、業者が誤りをすぐ認めて、そして全部替え

ようという、そういうことだということでしたの

で、まあ業者にも随分の負担をかけるなあと思っ

ておりましたし、だけど、やはりちゃんとやると

いうものをやらなきゃ悪かろうと。それはもう助

役の言うとおりだと私は思っておりましたんで、

早速やるようにということであります。 

まあ現実の問題としては、大石議員からの申し

入れのときに、いまこれを持ってこられたという

話で、市内業者でそんな馬鹿なことをするのかと、

由々しき問題であると、それは思っております。

だから、私としては、やはり所長からも話があり、

慎重に調査をして、そしてその結果によって、こ

ういう馬鹿げたことは、本当はあり得ちゃならん

という話。一つひとつが市内の市民がやったこと

を、正当なるチェックでいいんではないかと思っ

てた。それが、そういうことでもしあるとすれば、

非常に悔しい話であります。まして敬老会、敬老

のためにお贈りするということ、まあ大石議員が

言うとおりであります。ありがたさがなくなる。

そういう面では非常に悔しい思いもしましたし、

また、それが事実ならどうするかというものを検

討しようということの中で、多分大石議員が言う

とおりだと思いますけれども、我々も我々として

ちゃんとするためには、慎重に調査をしなさいと

いう、これは指示は私が出しました。そういうこ

との中で、これは隠しも何もしたわけでありませ

んし、現に新聞にちゃんと出ておりますし、これ

はちゃんと我々が把握し、そしてその結果によっ

て、しようということであります。 

ただ、非常に残念なのは、もしこれが本当でしょ

うけども、本当ならば悔しい思いだということで

あります。これは、これからどうするかという話

になりましょうけども、一つは、送付文の中にちゃ

んと品名を入れて送るとか、なんかそういうもの

をする必要があるんではないか。ただ、抜き打ち

検査をするかと、そういうことになると、まあそ

の話もちょっと出ておりますけれども、そこまで

なる、いまのところは市内業者の方々に全部参加

をしていただいたと聞いておりますので、そこ辺

のものをこれから慎重に協議し、対応もしていき

たいとそう思っております。 

その他につきましては、所長のほうから説明さ

せます。 

以上です。 

〇４０番（大石忠昭君） 議長ちょっとね、所長

答えるちゅうけん、ちょっともういまの市長のに

再質問します。再々をね、いいでしょう。時間が

あるから。いいですか。 

〇議長（菅 健雄君） 申し合わせの発言時間が

少しになっておりますんで、簡潔にお願いします。 

 ４０番大石忠昭君。 

〇４０番（大石忠昭君） 市長、隠したという点

ではね、私が指摘したのは９月の話ですよ。今度

１０月６日に申し入れたことを隠したということ

を言ってるんじゃないんですよ。９月にもう発見

されたんですね。それをなぜ課長会にも伝えない

ね、この事件の教訓を活かさなかったかという指

摘なんですよ。それを市長答えてください。待っ

てください。まだ質問しよる。 

それからね、それから市内業者を信用したとい

うけれどもね、もう市民の皆さんの中でも随分こ

の方から被害を受けた報告がざっときました。こ

れ。ね。見舞い返しをやった、ね、あるいは初盆

のタオルを頼んだけど注文したものと来たものが

全然違うと、ね。ある人は作業着を頼んだけど、

もう全然違うの来た。もういろんな形が私のとこ

に来ましてね、とうとう市がやられたかというこ

とになったんですよ。ね。いま、業者が、悪徳業

者がお年寄りを次々と詐欺をしてるのが事件に

なっとるでしょう、全国で、ね。わが市はそれを

取り締まらないかんのにね、取り締まる市がやら

れたわけですよ、今度は、ね。その辺のチェック

機能が甘かったことの非は認めないんですか。こ

こに検査証がありますけど、この検査のこの検査

証は全部公文書偽造ということですか。ね。公文

書偽造ということになりますね。さっき読み上げ
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たものとこの検査証、全然違うでしょう。それ認

めますか。チェックしてないんでしょう。ね。私

は、情報公開で請求しましたら、一番肝心な分は

破棄しておったんですよ。これだって隠したこと

じゃないんですか。なんで破棄したんですか、そ

れを破棄しないでとっておってね、新たにこれが

間違いと、検査も間違いということを認めないか

んのに、ね、そのことも認めてくださいよ。ね。 

それからね、このことは、やっぱ多大な市民に

迷惑かけたんだから、市報で市長が侘び文を載せ

ると。二度と再び、市長がさっき言ったようにあっ

てはならないことなんですよ。あってならないこ

とがあった。それは業者だけの責任じゃないでしょ

う。チェックできなかったあなた方の責任がまっ

と大きいんですよ。我々議会にも責任があります

よ、これは。ね。だから、議長、時間ない時間な

いちゅうけどね、こういう問題はね、今日１２人

やってもこれで終わるんですよ、４時過ぎにね。

もう。本当はね、その分私にやらしてくれたら、

まだまだなんぼでもやりたいんですけどね。市長、

最後にね、この責任をやっぱり市民にね、市民の

前にこの議場でもう１回謝罪をしてですね、市報

にも載せると。あってはならないようなことをな

くしていくためにもね、再発防止のためにも、市

長はこういう方針でやるんだということを市民に

徹底してほしいと思いますが、どうでしょうか。

それで終わります。 

〇議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

〇市長（永松博文君） 大石議員からありました

ご質問、再質問にお答えいたします。 

敬老の趣旨でお贈りしたのがこういうこととい

うことは、非常に敬老会の皆さん方に非常に申し

訳なかったということと、提案理由にもありまし

たように、市民の方にも、新聞にもそういうふう

に書かれて、そしてまた関係者の方々にもいろん

なご迷惑はかけたと思います。非常に申し訳なく

思っております。そういう面で、ここでお詫びを

申し上げます。それと同時に、もう１つは、市報

にもちゃんとそれはきっちり書いて、皆さん方に

お詫びしたいと思います。どうもすいませんでし

た。 

（〇４０番（大石忠昭君） 再発防止に努めると

いうことはいいですね。再発防止が今回大事なん

ですよ。再発防止に努めるというのね。） 

〇議長（菅 健雄君） これにて一般質問を終結

いたします。 

 以上で本日の日程は全部終了いたしました。明

日から１２月１９日まで休会し、各委員会におい

て付託案件の審査をお願いいたします。 

次の本会議は、１２月２０日午前１０時に再開

し、各委員長の報告を求め、質疑、討論、採決を

行います。なお、討論の通告は１２月１８日午後

５時までに提出願います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

     午後４時１４分 散会 
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